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序章 本研究の問題意識と目的  
 















こういった人材マネジメントに関する研究分野が「人的資源管理（ human resource 
management：HRM）」 1)である。組織で働く人材について、体系だった手法を用いて管
理する「人事管理（personnel management：PM）」については、19 世紀後半にその萌














HRM という管理理念へ変遷し、1980 年代から 1990 年代にかけて、企業の戦略との統合





















































せる HRM のアプローチである。高業績 HRM 以外の HRM を採用する企業に対する
SHRM の有効性の説明の幅は広がると考えられる。  
次に、本研究では HRM と企業業績の従業員の影響を説明する理論として「心理的契
約」に注目する。従来の研究では、行動科学論に基づく様々な理論、人的資本、資源ベー



















での SHRM 研究では、HRM は従来の PM と何が異なるのか、という根本的な問いから
スタートし、非常に初期の段階から上述した「ミクロの方向性」と「マクロの方向性」と






























第 3 節 本研究の構成  
本研究は上記の目的、課題に向けて、序章及び終章を含めて全７章から構成される。第
1 章、第 2 章、第 3 章では、SHRM 理論に関する先行研究のレビューを行う。  
第 1 章では、HRM 理論の発展経緯につきレビューを行う。PM→HRM→SHRM という
パラダイムの変遷について、その正当性を裏付ける理論的枠組みに注目し、発展の系譜
を整理する。主として HRM のパラダイムが生まれた米国での議論を中心にたどること
により、PM から HRM への過程で遂げられた理論的な変遷を明らかにする。具体的に
は、PM で得られた理論的な成果のうち HRM へ受け継がれたもの、受け継がれなかった
ものを整理し、そのことが後の HRM およびその発展したパラダイムである SHRM の研































った。ただし、第 1 章で指摘した SHRM が理論構造として包含するミクロとマクロの方
向性を統合する論理には未だ至っていないことを明らかにする。  
第 3 章では、英国での SHRM 研究の発展経緯をレビューする。人事施策→企業業績と
いうメカニズムにおいて「従業員が与える影響」に焦点が当たってきた背景の１つに、
1990 年初頭のヨーロッパ、特にイギリスでの SHRM 議論への批判的議論があると指摘
されている（Peccei, van de voorde & van Veldhoven, 2012; Paauwe, Wright & Guest, 




































第 1 章 戦略的人的資源管理の概略  
 




ることにより、PM から HRM への過程で遂げられた理論的な変遷を明らかにする。具体
的には、PM で得られた理論的な成果のうち HRM へ受け継がれたもの、受け継がれなか
ったものを整理し、そのことが後の HRM およびその発展したパラダイムである SHRM
の研究に与えている影響について考察する。  
 






























































味の重点がおかれるようになっていった。この変化を契機として HRM から SHRM への



















































































ただし、Taylor への批判や Taylor の理論を補填する立場からそういった議論が生まれた





















が開発され、新たな手法が確立されていった（Kaufman, 2007）。  
こういった産業心理学に基づく情勢の中で、Mayo 等によるホーソン工場実験が行われ
た。人間関係論は、この実験結果に端を発して、Mayo が思想的基盤を築き、1940 年代

















年）、②第２次継電器組立作業実験（ 1928 年～1929 年）、③雲母剝取作業実験（ 1928 年～
1930 年）、④面接計画（ 1928 年～1930 年）、⑤バンク配線作業観察（ 1931 年～1932 年）。














に必要な技能が、それぞれ「技術的技能（ technical skill）」と「社会的技能（ social skill）」
である（藤沼 , 2013, p. 112）。」人間存在と社会集団の関係を俯瞰する視座を前提とする
ことによって、「全体状況の中に埋め込まれ相互作用しつつ協働し、そのことを通じて自





















































社 会 学 ・ 心 理 学 ・ 文 化 人 類 学 な ど 関 係 領 域 の 諸 科 学 が 統 合 し た 学 際 的 研 究
（ interdisciplinary study）であり、組織における人間行動を研究対象として、共通の統
一した基礎理論の確立を企図して推進された（岡田 , 2008, p. 95）」とあるように、人間
行動のメカニズムを明らかにすることが目的である。一方で、人事管理は企業の目標達
成に向けて、従業員の行動や貢献を統制することを目的にしており、その行動を導く「動




理論を構築している。Maslow は直接「欲求」を段階的に分類した。また Argyris の「未






図表 1-1 行動科学の諸成果  
研究者  主たる業績  概要  
マズロー 
（Maslow） 
Motivation and Personality,  
1954 
人 間 には、生 理 的 ・安 全 ・愛 情 と帰 属 ・尊 敬 ・
自 己 実 現 という５つの欲 求 集 合 があり、それら
には優 先順 位がある。低 次 元の欲求 が充 足 さ
れるに応 じて、より高 次 元 の欲 求 充 足 が指 向
されるという「欲 求 段 階 説 」を提 唱 。このため、









The Human Side of  
Enterprise, 1960 
人 間 は怠 惰 で仕 事 を好 まず、これを働 かすに
は強 制 以 外 にないとする「X 理 論 」と、人 間 は
本 来 的 に高 度 の知 的 能 力 をもっており、一 定
の条 件 さえ整 えられれば自 らを責 任 とる存 在
であるとし、マズローの説 を踏 まえ、従 業 員 の
自 我 ・自 己 実 現 欲 求 を充 足 する意 志 決 定 へ
の参加などの「統 合と自己 統 制による管理」が
望ましいとする「Y 理論」を主張した。  
アージリス 
（Argyris） 
Personality and Organization,  
1957 
Interpersonal Competence and 
Organizational Effectiveness,  
1962 
Integrating the Individual and 
the Organization, 1964 
人 間 のパーソナリティの成 長 と発 達 にもとづく
「未 成 熟 ＝成 熟 モデル」を構 築 。基 本 的 な傾
向 として人 格 は受 身 から能 動 へ、依 存 から独
立 へ、自 己 認 知 の欠 如 から自 己 認 知 と自 己
統 制 へ、と連 続 的 に発 展 する。パーソナリティ
の発 達 に応 じた個 人 と組 織 の統 合 をねらいと




The Motivation to Work,  
1959 
Work and the Nature of Man,  
1966 
人間の本性には、大 きく不 満 を回避するものと
満 足 を積 極 的に求めるものとの２つがある。仕
事 上、会 社 方 針・作 業 条 件・給 料・監 督・対 人
関 係 などの仕 事 をとりまく諸 要 素 は、これが充
足 されても満 足 とはならない。達 成 ・承 認 ・仕
事 内 容 ・責 任 ・昇 進 などの諸 要 素 の充 足 が職
務 満 足 を導くものとする。前 者 を衛 生 要 因、後
者 を動 機 づけ要 因 とする「動 機 付 け－衛 生 理
論」を提唱。仕 事そのものを動機づけの最も重




New Pattern of Management, 
1961 
The Human Organization,  
1967 
組 織 管 理 とリーダーシップに関 する組 織 理 論
を構 築 し、従 業 員 中 心 型 監 督 方 式 、あるいは
集団参加型監督方式の有効性を主張。これら
の内 容 を、 経 済 的 報 酬 、目 標 設 定 、 方 法 改
善 、業 績 評 価 などへの従 業 員 の集 団 参 加 を
基礎とする「システム４」という管理方 式に整 備
し、独 善 的 専 制 型 （システム１）、温 情 的 専 制
型（システム２）、相談型（システム３）と比して、
長 期 的 には最 も高 い業 績 をあげることを主 張
した。 













Schein（1965,pp. 76-77）は Y 理論（McGregor,1960）を引きながら、以下の通り「自
己実現人」の特徴を整理している。『a. 人間のモチベーションは階層をなしている．最も
基本的なものから並べると (1)基本的生理欲求 , (2)存続 ,安全 ,保障への欲求 ,(3)社会的・親
和的欲求 , (4)自我満足および自尊の欲求 ,（5)自己実現の欲求、つまり、自己の才能や資
質のすべてを最高度に活用したいという欲求である．最も基本的な欲求（食、飲、睡眠）
が満たされると ,より高次の欲求を満たすためにエネルギーが使われる。「才能がない」と
思える人でも , 他の欲求がある程度満たされると , 仕事に有意義感と完成感を求める


































































































































































その点を踏まえた理論が HRM や SHRM の議論の中でどのように発展したかも検証する
ことが重要であろう。  
 
 図表 1-2 従業員観の変遷  
理論  概要  代表的な研究  従業員観  
科 学 的 管 理
法  
従 業 員 の課 業 に対 する科 学
的分析による管理  
「自 主 性 とインセンティブ」の
管 理 に替 えて、「何 を行 うの
か」正 しい作 業 を示 すことで
能率アップ 
Taylor ポイント「正しい作業」  
：従 業 員 の 合 理 性 へ
期待  
「 合 理 的 経 済 人 モ デ
ル」 
人間関係論  社 会 心 理 学 的 研 究 を 加 味
し 、 「 感 情 の 理 論 」 に 支 配 さ
れ る 非 公 式 組 織 へ の 配 慮
等 、人 間 関 係 を重 視 すること
で従 業 員 の効 果 的 な協 働 を





： 周 囲 と の 関 係 や 認




動 機 付 けやリーダーシップな
ど組 織 における人 間 行 動 の
原理を反映した管理  
※Maslow ： 動 機 に 焦 点 を 当
てる 
※McGregor 、 Herzberg ： 情
動（衛生要因・X 理論）より動
機 （動 機 付 け要 因 ・Y 理 論 ）
に焦 点 を当 て、「統 合 のマネ










： 「 自 己 実 現 人 モ デ
ル」 



































第 3 節 HRM・SHRM を支える理論的背景（米国の研究を中心に）  














以上の目的のため本節では、Wright & McMahan（1992）、岩出（2002）、Schuler & 
Jackson（ 2005）の３つの研究に注目して議論を整理する。 Wright & McMahan の
“Theoretical Perspectives for Strategic Human Resource Management”（1992）はタ
イトルの通り、SHRM における理論的な枠組みが欠けている批判を受けて、６つの理論
を用いて SHRM 研究の理論的発展を説明しようとする試みであり、その後の SHRM 研
究に大きな影響を与えている。岩出“戦略的人的資源管理論の実相－アメリカ SHRM 論
研究ノート”（2002）は米国における SHRM 研究を詳細に検証し、その理論的な変遷を
明らかにした研究であり、我が国での SHRM 研究の前提となっている。 Schuler & 
Jackson の“A Quarter Century Review of Human Resource Management in the U.S. : 
The Growth in Importance of the International Perspe ctive”（2005）では 1980 年代
での SHRM 論の勃興から四半世紀にわたる議論を概観し、理論に関する整理を行うとと
もに、米国企業の国際化の影響にも触れている。  
いずれも 1980 年代から SHRM 研究が活発になり、様々な議論が展開された経緯を踏













SHRM を改めて定義することから始まり、その定義に基づいた SHRM を構成する要素を
図表 1-3 のように整理した上で、その構成要素を支える理論的な枠組みとその要素間の
関係性を整理することで、SHRM の正当性を検証している。  
 
 図表 1-3： SHRM 研究における理論枠組みの概念モデル（ A Conceptual Model of 
Theoretical Frameworks for Studying Strategic Human Resource Management）  
 
出所：Wright & McMahan（1992, p. 299）  
 




を持って計画される人的資源に関する展開と活動のパターン（ the pattern of planned 













①  資源ベース理論（Resource-based view of the firm）  
②  役割行動理論（The behavioral perspective）  
③  システム理論（Cybernetic systems）  
④  エージェンシー／取引コスト理論（Agency/transaction cost theory）  
⑤  資源依存理論／パワーモデル（Resource Development / power model）  



























研究を Wright & McMahan（1992）では紹介している。こういった役割行動による理論
は、企業戦略の実現が企業業績の向上につながる過程で人事施策が具体的に果たす理路
を図表 1-4 のように明示したといえ、その点で SHRM を理論的に支えていると Wright 
& McMahan（1992）では位置づけている。ただし、役割行動の理論は、企業との外部環
境との関係は無視しており、主に企業内での戦略と戦略の効果を結び付ける媒介として
位置づけられるとも指摘している（Wright & McMahan, 1992）。  
 
図表 1-4：HRM 施策を理解するための役割行動理論の理解（A Role Theory Perspective 
for Understanding HRM Practices）  
 
出所：Wright & McMahan（1992, p. 304）  
 
③のシステム理論は、von Bertalanffy（1950）が唱えた「一般システム理論（generic 
systems models）」に基づいて考えられた「オープンシステム理論（ Open Systems 
Models）」を HRM へ適用することで理論的な説明を試みるものと Wright & McMahan
（1992）では定義している。オープンシステム理論は、組織を取り巻く環境との交換を
取り込んだインプット、スループット、アウトプットから構成されるシステムと捉える






















図表：1-5：HR システムにおけるシステム理論（Cybernetic Models of HR System） 
 
































ともあるという点を指摘している（Wright & McMahan, 1992）。  
 















員観の転換が、HRM を SHRM という異なる管理理念へ導いたと指摘する。その上で、
以下の５つを人的資源管理論の理論的特徴をとしてまとめている（岩出 , 2002, pp. 10-
11）。  
①  労働者観の修正：もっとも重要な経済的資源（人的資産）  
②  人事労務管理の地位と役割：利益創出機能としての意義  
③  人事労務管理の担い手：ライン管理者の人事労務管理責任の重視  
④  人間的存在としての従業員の取り扱い：労働者意思管理の拡充  
⑤  従業員コミットメントの重視  
 
 その後、HRM は経営戦略論との結びつきを強めることで SHRM として理論的な発展
を遂げる。1980 年代以降、Beer，Lawrence, Mills & Walton（1984）のいわゆる「ハー

















おり、以下の図表 1-6 のように HRM・SHRM の理論的特徴がまとめられている。  
 



















































 出所：岩出（2002, p. 57）  
 
その上で、SHRM に関する様々な定義を踏まえた上で、SHRM 論のもつロジックを以下
の５点に整理している。（岩出 , 2002, pp. 59-60）  
①   企業を全体システム（a whole system）と理解し、HRM をそのシステムを構成
する部分システム（ sub-system）と認める  










④  HRM には、企業の部分システムとして、企業業績への貢献性がとわれねばならな
い。したがって HRM の最終的な有効性評価の基準も、戦略評価と同レベルにある
収益性を中心とした財務業績とされる。労働生産性の向上、離職率や欠勤率の低下
といった HRM の直接的成果となる HR 成果は、企業業績への中間的な媒介項
（mediator）とされていく。  
⑤  したがって SHRM の基本的な問題意識は、全体組織レベルにおいて、戦略の実行
に資する最善の「HRM 編成」（a system of HR practices）を考えていくことにあ
る。すなわち HRM モジュールとなる個々の HR 施策そのものに関心を寄せるので
はなく、個々の施策の組み合わせとなるシステムとしての「HRM 制度」の構築を
追求する制度論となって現れる。  
以上を踏まえ岩出（2002）では、HRM から SHRM へのパラダイムシフトを以下の図
で示している。こういったロジックの整理やパラダイムの変化をベースにすれば、「戦略
→HRM→業績」という SHRM 理論の基本構造が成立していったことが理解できる。  
 
図表 1-7：HRM・SHRM のパラダイム  
 
出所：岩出（2002, p. 60）  
 
3-3．Schuler & Jackson（2005）による SHRM のレビュー  
 Schuler & Jackson（2005）では、SHRM 全体について創生期の 1980 年代からの 25
年間の議論を振り返っている。モデルの発展や実証研究にも触れており、SHRM 論を支






Jackson（2005）では pp. 22-25 において以下の３つの理論を指摘している。  
 ① 役割行動理論（Behavioral Perspective）  
 ② 人的資本理論（Human Capital）  






づけることが効果的な HRM だと、Schuler & Jackson（1987）などを引きながら、位置
づけている。更に、この研究では、従業員が行動を取る意思決定を適切に行うよう、組織
の HRM 全体に対する従業員の解釈と反応も重要であると、Daft & Weick（1984）を引
きながら指摘している。  







 そ の 上 で 、「 統 合 的 な 枠 組 み ： コ ン テ ク ス ト と ダ イ ナ ミ ク ス （ An Integrative 

















 図表 1-8：人的資源管理・戦略的人的資源管理を支える理論の整理  
Wright &  
McMahan 
岩出  Schuler & 
 Jackson 
位置づけ  
－  人的資本理論  人的資本理論  人材は資本であり投資（教育や能力
開発）が必要  
RBV RBV RBV 戦略と整合した人事策を通じ、人的
資源が競争優位の源泉となる  




役割行動理論  （行動科学論） 役割行動理論  戦 略 よ り 要 請 さ れ る 役 割 行 動 が
HRM と戦略実現をつなぐ鍵であ
り、従業員が役割行動を遂行するよ
う動機づける HRM が重要  
エージェンシー／  
取引コスト理論  




－  －  資源の希少性を巡る組織内の政治
的もしくは権力的要素の影響  
制度主義理論    制度自体が正当性を獲得するプロ
セスに着目した制度決定論  
※Schuler & Jackson では、システム理論には触れていないが、ダイナミックな変化を遂げるより
広い組織内外の要因に対応して、人的資源管理もよりダイナミックなものとなるべきと説いている。 





















































































































第 4 節 小括  











































第 2 章 戦略的人的資源管理における理論発展  
 
















る。SHRM 研究を網羅的にカバーする中で、上記の問題意識の解明の糸口を模索する。  
 
第 2 節 戦略的人的資源管理の定義  
2-1．戦略的人的資源管理の定義  
1990 年代初頭に SHRM の定義を試みた代表例として Wright & McMahan（1992）が
挙げられる。Wright & McMahan（1992）は SHRM について「組織に対して、その諸目
的を達成させるための意図を持って計画される人的資源に関する展開と活動のパターン」
















を整理している（岩出 , 2002, pp. 59-60）。  
『①企業を全体システム（a whole system）と理解し、HRM をそのシステムを構成する部
分システム（sub-system）と認める。  










 ⑤したがって SHRM の基本的な問題意識は、全体組織レベルにおいて、戦略の実行に資
する最善の「HRM 編成」（a system of HR practices）を考えていくことにある。すなわ











Allen & Wright（2007）は“Strategic Management and HRM”と題する論考の中で、
SHRM の歴史を以下の流れであると振り返っている。 Jim Walker の古典的な教科書
（1980）が HRM を企業戦略と統合することに直接言及した最初であり、Devanna et al.,
（1981）によってその理論的土台が加えられ、Miles＆Snow（1984）や Schuler & Jackson
（1987）によって発展した流れがあり、それは Wright & McMahan（1992）が指摘する





































が指摘する通り、企業業績と HRM の実証については RBV に理論的に支えられることで
飛躍的に多数の研究が発表され、SHRM 研究の１つの流れになっている。  
 
2-3．小括  



















に議論の焦点が集まったことであり、1980 年代から 1990 年代にかけて、戦略実現・企
業業績と人事施策の関係を解明する研究が進められたが、そのアプローチについて分類
方法がいくつか指摘されている。  
















示すために、雇用システム（ employment system）を、市場型システム（market-type 
system）と内部型システム（ internal system）の２つのタイプに分類し、それに整合す




























けている。岩出（2002, pp. 67- 68）によれば、普遍的に妥当する「ベスト・プラクティ
ス・アプローチ」、「外部／垂直的適合（ external/vertical fit）」の観点から経営戦略との
適合を重視する「コンティンジェンシー・アプローチ」、そして人事施策間の相乗的な相
互 作 用 と い っ た シ ス テ ム 的 シ ナ ジ ー 作 用 を 重 視 し 、「 内 部 ／ 水 平 的 適 合
（ internal/horizontal fit ）」 を 持 つ 人 事 施 策 の 「 最 善 の 組 み 合 わ せ ・ 編 成 （ best 
bundle/configuration）」を追求する「コンフィギュレーショナル・アプローチ」と３つ
のタイプを説明している。ただし、岩出（2002, p. 137）は「あらゆる状況に普遍的に適
























Boxall（1996）や  Boxall & Purcell（2000, 2008）では、「普遍的アプローチ（  Best 
Practice）」と「適合アプローチ（Best Fit）」の２つの分類で理論モデルの分析を行って
いる。Boxall & Purcell（2000, p. 189）では、コンフィギュレーショナル・アプローチ
について、「初期の“薄い”コンティンジェンシーモデルの後、事業戦略における複雑な
相関をより特定できるようなコンフィギュレーショナルモデルへのトレンドが生まれ、
更 な る ダ イ ナ ミ ッ ク な 理 論 へ と 向 か っ て い る （ After some early, fairly ‘thin’ 
contingency models, there may now be trends towards configurational models that 
are more capable of identifying the complex interactions involved in business strategy 




















り、本章では、「普遍的アプローチ（Best Practice Approach）」と「適合アプローチ（Best 
Fit Approach）」の２つの分類に従うことで、理論モデルの理解を深めたいと考える。  
 
3-1．初期の理論モデル  
 本項では 1980 年代に発表され、SHRM 研究の先駆となったといえる２つの理論モデ
ル を 取 り 上 げ る 。 1984 年 に Beer, Spector, Lawrence, Mills & Walton に よ っ
て ”Managing Human Assets”で発表された「ハーバードモデル」と、Fombrun, Tichy & 







3-1-1. ハーバードモデル  
 ハーバードモデルは同ビジネススクールで重視されている「ゼネラル・マネジメント








的にはまず図表 2-1「HRM 領域の概念マップ」によって、「HRM の諸制度の決定要因と









環性があることも示されており、HR 制度の選択結果がその成果である４つの C に影響
与え、長期的な成果につながるが、その長期的な成果は「状況的要因」と「ステークホル
ダーの利益」にも影響を与えるものであり、一連の循環が成立しているとされている
（Beer et al., 1984, 邦訳 , p. 29）。  
 
図表 2-1：ＨＲＭ領域の概念マップ  
 







 このモデルの最大の特徴は HRM 制度の選択に当たって「従業員との関係」を最重要視









た報償システムと連動が必要だという指摘をしている（Beer et al., 1984, 邦訳 , p. 23）。




図表 2-2：ヒューマン・リソース・システムの概念図  
 

















の方法は機能しにくくなっている（Beer et al., 1984, 邦訳 , p. 300）」と記載があるよう
に、その妥当性については否定的である。また市場的アプローチについても「それがビジ
ネスの状況に完全に合致した特別の場合に効果をあげ得ると結論できる（ Beer et al., 





















図表 2-3：HRM 制度のマトリクス  
 






















れる（Beer et al., 1984, 邦訳 , p. 45）。」  







していないにも等しく、SHRM 理論としての物足りなさは否めない。  
 むしろ、このモデルでは図表 2-4 に示すとおり、「高コミットメント職務システム」の




図表 2-4：代替的な２種の職務システム  
 















3-1-2. ミシガンモデル  
 Fombrun et al.,（1984）によって取り上げられた「ミシガンモデル」は企業を取り巻
く環境とそれに対応するために企業が選択する戦略・組織構造に人事施策が適合するこ
との重要性を先駆的に説いたモデルである。本モデルが人事施策と戦略・組織構造との
適合性が重要であると理論立てる過程は“Strategic Human Resource Management”と
いう著書の構成に表れている。まず同書は、第 1 章~第 3 章に分かれているが、第 1 章を
「環境、戦略と組織（ENVIRONMENT, STRATEGY, AND ORGANIZATION）」と題し
て、HRM に関するフレームワークの提示を試みている。第 2 章は「HR システムの戦略
的役割（THE STRATEGIC ROLE OF THE HUMAN RESOURCE SYSTEMS）」として
個々の人事施策について考察し、第 3 章では「HRM における戦略的論点（STRATEGIC 
ISSUES IN HUMAN RESOURCES MANAGEMENT）」として人事施策に関連する他の
テーマについて、それぞれ第１章で提示したフレームワークに基づいて考察している。
そして、理論的な前提を提示する第１章は、「１．HRM における外部要因（1. The External 
Context of Human Resource Management）」、「２．SHRM における組織的論点（2. The 
Organizational Context of Strategic Human Resource Management）」、「３．SHRM の
枠組み（3. A Framework for Strategic Human Resource Management）」  という３つ
の節から構成されている。  
 このモデルの論理構造は、上記第 1 章における３つの節の構成に端的に象徴されてい
ると言える。即ち、上記第 1 節および第 2 節で、Fombrun et al.（1984）は企業を取り
巻く環境が大きく変化している点を取り上げ、第 3 節でそれに対応するための具体的な
企業の戦略的な取り組みとその中での人事施策の位置づけや認識を整理した上で、フレ












ている（図表 2-6）。このフレームワークを明示したことが本理論の最大の特徴であろう。  
 
図表 2-5：HRM における外部要因（The external context of human resource management） 
 
















図表 2-6：戦略的経営と環境圧力（Strategic management and environmental pressure）  
 




を提示している（図表 2-7）。加えて、図表 2-8 にあるように「HR サイクル（The Human 
Resource Cycle）」として、HRM の循環性を示すとともに、その実行には戦略レベル～
管理レベル～実行レベルまで３つの階層で担うべき役割がことなることも示している














図表 2-7：HRM の戦略・組織への結び付け（Human Resources Management Links to 
Strategy and Structure.）  
  HRM    
戦略  組織構造  採用  評価  報償  人材開発  















2. 単一製品  













































































































図表 2-8：人的資源のサイクル（The human resource cycle）  
 
出所：Fombrun et al.（1984, p. 41）  
 
図表 2-9：人的資源に関する諸活動（Human Resource Activities）  
マネジメント 
レベル 












































OJT での訓練  











も「Fombrun らの努力は経営戦略と HRM の整合の意義を協調する啓蒙的な内容にとど














companies have clearly articulated their management philosophy and its relationship 
to the specific policies of the organization.）」として、HRM に関する方針を考える上で
重要となる次元として以下の４つ挙げている（Fombrun et al., 1984, p. 37）。  
 













 企業の意思決定や権力行使について、従業員の参画すべき度合いを HRM に関する方
針の重要な１つとしている。いわゆる、top-down と bottom-up が選択肢の両極になると
している。  
 





























1980 年代から 1990 年代に提示された、Walton（1985）の「ハイ・コミットメント・モ
デル」、Lawler（1986）の「ハイ・インボルブメント・モデル」、Pfeffer が 1994 年に
“Competitive Advantage through People”で提示したモデル、の３つを取り上げる。




3-2-1．Walton の「ハイ・コミットメント・モデル」  


























































図表 2-10：従業員管理の諸方式  
 
出所：Walton（1985, 邦訳 p. 19）  
 
3-2-2．Lawler の「ハイ・インボルブメント・モデル」  
 Lawler は“High-Involvement Management”（1986）において、「従業員参画型経営
（participative management）」が組織業績を向上させる可能性を提示している。同書は
第 1 章から第 3 章で、「従業員参画経営」の必要性と理論的な背景を解説している。まず、






































































































年代から 1960 年代に限界を指摘され、それに代る新たな取り組みが、Argyris, McGregor
や Likert の理論を基に 1970 年代に開始されたことを指摘している。その上で、第 2 章
では「従業員参画経営が今日的要請に合致する理由（ Why Participative Approaches 






営」であるとしており、その論拠を「従業員参画と組織的影響（ Participation and 




































3-2-3．Pfeffer のモデル  





徴は図表 2-11 にリストアップされた一連の人事施策の有効性を、研究時点までの 20 年
間程度で高業績を維持した企業や大きく収益性を向上した企業の事例から帰納的に導き
















い。むしろ Pfeffer（ 1994, pp. 63-65）では「戦略に応じた管理施策は有効か（ARE 
EFFECTIVE MANAGEMENT PRACTICES CONTINGENT ON STRATEGY？）」と題
して、必ずしも事業戦略と人事施策が整合していなくても企業業績が上がっている事例







 一方で、Pfeffer（1994）は第 4 章を「間違ったヒーロー、間違った理論、間違った言
説（WRONG HEROES, WRONG THORIES, WRONG LANGUAGE）」と題して、Pfeffer
が主張する人的資源を通じた競争優位獲得を行う上での、抵抗や障害について論じてい
る。その中でも「間違った理論」および「いくつかの有効な理論（SOME MORE USEFUL 

























しての特徴においては、Walton（1985）や Lawler（1986）と同様であると指摘できる。  
 
図表 2-11：「従業員管理における 16 の施策（Sixteen practices for managing people）」 
従業員管理における 16 の施策  
 雇用保障   訓練とスキル開発  
 厳密な採用   多能的な活用と訓練  
 高い賃金   象徴的な平等主義   
 インセンティブに基づく報奨   賃金格差の縮小  
 従業員持株制度   内部昇進  
 情報公開・共有   長期的視座  
 従業員参画と権限委譲   施策の検証尺度  
 自己管理型チーム  包摂的な哲学（信念）  
出所：Pfeffer（1994, pp. 30-59）より作成  
 
3-2-4．小括  
















































た「ミシガンモデル」を源流としている。本節では、まず Miles & Snow（1984）およ





（1996）を取り上げる。適合の概念は以降、2000 年代でも拡充が続いたが（須田 , 2010）、















3-3-1．Miles & Snow（1984）  




の戦略と組織に関する論考をベースに整理している（図表 2-13）。  
 
図表 2-13：組織構造と HRM の関係  
HRM システムの進化  
  エ ー ジ ェ ン シ
ー 
機能別組織  事業部制組織  混合形態  
( 例 ： マ ト リ ッ ク ス 組
織） 
HRM システ ム の
役割  




戦 略 立 案 、 資 源 再
配分  
HR 戦略  無  人的資源の構築  人的資源の獲得  人的資源の再配置  
HR サービス 情報処理  
   
機 能 別 組 織 での
重点  
 
採 用 、 選 抜 、 教
育 、 業 績 評 価 、
賃金管理  
採 用 、 選 抜 、 教
育 、 業 績 評 価 、
賃金管理  
採 用 、 選 抜 、 教 育 、
業 績 評 価 、 賃 金 管
理  




人 員 配 置 計 画 と
人材開発  
ジ ョ ブ ロ ー テ ー シ
ョン 
事 業 部 間 異 動 計
画  
業績連動報償  




混 合 組 織 での 重
点  
      キ ャ リ ア ・ プ ラ ン ニ ン
グ 
アセスメント・センター  




ス キ ル 人 材 の 適 正
配置  
注 ：特 定 の施 策 は組 織 形 態 の１つで見 られ、急 速 に他 の形 態 に拡 散 する。この表 は新 たな組 織 形
態とそれが出現する時期における新たな HRM 上の要請に関する原理への我々の見解を反映したも
のである。 
 出所：Miles & Snow（1984, p. 44）  
 
 その上で、各戦略行動の成功事例として、防衛型企業については Lincoln Electric を、








図表 2-14：事業戦略と HRM システム  














幅 広 く 、 変 化 す る 製 品
群  
変化する市場  
製 品 開 発 ・市 場 開 拓 を
通じた成長  
「広さ」に力点  
安 定 し つ つ 、 変 化 す る
製品群  




研究開発  製品改造に留まる  広範囲で「市場初」に力
点  
集 中 し 、 「 市 場 で 二 番
目」に力点  
生産  低コスト大量生産  




製 品 デザイン と 効 果 性
に力点  
低 コ ス ト 大 量 生 産 を 主
に一部プロトタイプ生産  
工 程 管 理 と製 品 ・ブラン
ドマネジメントに力点  
マーケティング 販売に注力  市場調査に集中  広 範 な 市 場 キ ャ ンペ ー
ンを活用  
組織構造  機能別  事業部制  機能別及びマトリックス  
管理手法  中央集権  分権化  中 央 集 権 的 ではあるが
製品・ブランドマネジメン
トは分権化  








事業遂行手順  計画→実行→評価  実行→評価→計画  評価→計画→実行  
図表 2-14：（続き）  






基本戦略  人材育成  人材獲得  人材配置  
採用、選抜、配置  ・”Make”を重視  
・エントリーレベル中 心
の採用  
・望 ましくない従 業 員 の
排除を基本とする選抜  
・”Buy”を重視  
・ 全 階 層 で の 洗 練 さ れ
た採用  
・心 理 テストを用 いた選
抜  
・ ” Make ” ・ ”Buy” の 重
視  
・混 合 された採 用・選 抜
方法  
配置計画  ・公式、広範囲  ・非公式、限定的  ・公式、広範囲  




・限 定 された訓 練 プログ
ラム 
・スキルの育成と獲得  











・ 時 系 列 比 較 （ 対 前 年
比） 
・結果重視の手続  
・要 員 配 置 ニーズの 特
定  
・ 事 業 部 / 会 社 単 位 の
業績評価  
・ 横 断 的 比 較 （ 他 社 比
較） 
・多 くはプロセス重 視 の
手続  
・訓 練 ／要 員 配 置 ニー
ズの特定  
・個 人 / グループ/ 事 業
部の業績評価  
・ 多 く は 時 系 列 一 部 横
断的比較  
報酬  ・職位に応じた報酬  
・内部整合性  
・金 銭 的 報 酬 重 視 、階




・ イ ン セ ン テ ィ ブ 重 視 、
採 用 ニ ー ズ に 基 づ く 運
用  
・ 職 位 差 を 主 に 、 一 部
業績に応じた報酬  
・内 部 整 合 性 と外 部 競
争性  
・ 金 銭 と イ ン セ ン テ ィ ブ
重視  
 出所：Miles & Snow（1984, pp. 48-49）  
 
 Fombrun et al.（1984）が提示した「ミシガンモデル」が企業の戦略と人事施策の適











3-3-2．Schuler & Jackson（1987）  
 Schuler & Jackson（1987）は、企業の戦略と人事施策の連関を検討する上で、以下の
アプローチを取っている。まず、戦略を Porter（1980）の競争戦略論に従い、「創造的戦
略（ innovation strategy）」、「品質拡充戦略（quality enhancement strategy）」、「コスト















 図表 2-15：従業員の役割行動における 12 の次元  
競争戦略に対応する従業員 の役割行動   
  1. 高度に反復的で予見可能な行動    ・・・ 高度に創造的で革新的な行動  
  2. 非常に短期的な視点    ・・・  非常に長期的な視点  
  3. 高度に協力的・相互依存的な行動    ・・・ 高度に独立的・自立的な行動  
  4. 非常に低い品質への関心    ・・・  非常に高い品質への関心  
  5. 非常に低い量への関心    ・・・  非常に高い量への関心  
  6. 非常に低いリスクテイク    ・・・ 非常に高いリスクテイク  
  7. 非常に低いプロセスへの関心    ・・・  非常に高いプロセスへの関心  
  8. 責任回避への高い選好    ・・・ 責任甘受への高い選好  
  9. 非常に低い変化への柔軟性    ・・・ 非常に高い変化への柔軟性  
10. 安定に対する強い安心感   ・・・ 曖昧さと予見不可能への強い許容性  
11. 狭いスキル適用   ・・・  広いスキル適用  
12. 低い仕事（企業）への参画   ・・・ 高い仕事（企業）への参画  
 出所：Schuler & Jackson（1987, p. 209）  
 
 さらに、Schuler & Jackson（1987）は、人事施策のメニューも図表 2-16 のように、
施策毎に変化する次元として再整理し、先に特定した戦略毎に必要となる役割行動を引





















































































































図表 2-17：戦略のタイプと人事施策  
競争戦略  役割行動  ＨＲＭ 





























































 出所：山田（2012）より作成  
 
 Schuler & Jackson（1987）の最大の特徴は「役割行動」という概念を中心に据えて理
論を構築したことであろう。戦略と人事施策の連関を抽象論ではなく具体レベルで示し
た点では、Miles & Snow（1984）と同様であるが、Miles & Snow のそれは、一定の戦
略を採用する好事例企業における人事施策から帰納的に導かれており、論理的な根拠に

























3-3-3．Delery & Doty（1996）の「コンフィグレーション・アプローチ（ configurational 
approach）」  
 本項では、Delery & Doty（1996）が主張した「コンフィグレーション・アプローチ」
を取り上げる。本研究では理論モデルの分類に当たって、この「コンフィグレーション・
アプローチ」を「適合アプローチ」と同様の理論構造を持つとして、その中に位置づけた
が、上記の Miles & Snow（1984）や Schuler & Jackson（1987）とアプローチとして異
なる点はないか再確認を行い、その上で本研究の問題意識である「マクロ」と「ミクロ」
の視点での統合議論という観点で確認する。  




















図表 2-18 雇用システムの特徴  
雇用システムの特徴  
HR 施策  市場型システム 内部型システム 




・明 確 に定 義 されたキャリアラダーを
活用  
訓練  ・公式化された訓練提供はなし 









利益配分  ・広範な利益配分  ・インセンティブ活 用 や利 益 配 分 は
殆どない 
雇用保障  ・雇用保障は殆ど与えられない ・試用期間を含む広範な雇用保障  
・雇用調整対象者への手厚い給付  
・公式化された解雇方針  




職務記述書  ・ゆるやかな職務定義  
・職務は明確に定義されない  
・厳密な職務定義  








































































図表 2-19 4 つの次元の比較（貢献と限界）  










・組 織 における人 的
要 素 の 重 要 性 を 示
す 
・実 証 研 究 での高 い
レ ベ ル で の 統 計 有
意性  
・HRM と企 業 業 績 を
媒 介 する関 係 におけ
る第三の変数を考慮  
・上 記 の因 果 関 係 の










合 わ せ が 同 等 に 機




・ HRM を マク ロの 社
会的な文脈に統合  
・経 営 者 の意 思 決 定
の裁量性を再考  







・ メ カ ニ ズ ム と 合 理
的な説明不足  
・因果関係の確立に
対 す る 概 念 的 な 限
界  
・企業単位の特化  
・回 帰 分 析 などの実
証 手 法 は 結 局 普 遍
的 な結 論 にたどり着
く 
・「適 合 」の議 論 への
過度の傾注  
・政 治 的 な要 素 への
考慮が欠落  
・ 企 業 経 営 の パ タ ー
ンが現 実 に比 して単
純化  
・ も っ と 複 雑 な 方 法
論は必要  
・実 証 研 究 で支 持 さ
れていない 
・記 述 的 な統 計 手 法
に基 づく実 証 研 究 の
不足  
・他 のパースペクティ
ブとは異 なる理 論 的
基 盤 で あ り 、 主 に 英
国 の 労 使 関 係 へ の
ア プ ロ ー チ に 拠 っ て
いる 



































































取り上げる論考は、Boxall & Purcell（2008）である。Boxall & Purcell は同書の p. 















図表 2-21：最適と普遍的論争：２階層での分析（The ‘best fit ’ versus ‘best practice ’ 
debate: two levels of analysis）  
 
出所：Boxall & Purcell （2008, p. 95）  
 
 その上で、Boxall & Purcell （2008）では、想定される原則として以下の３つを挙

























































第 4 節 実証研究の変遷と考察  
SHRM の研究では、人的資源が総体として企業の競争優位に貢献するという論考を基
に、HRM が本当に企業業績の向上へつながるのかという実証的な関心へつながっていっ







としては、1990 年代から 2010 年代の代表的な研究もしくはメタ研究を中心に取り上げ
ることとする。SHRM の実証研究の数は 2000 年前後より飛躍的に増大しており、その
すべてを取り上げることは非現実的であり、上記の着眼点に沿った形で選定した。  
 
4-1．1990 年代の代表的な実証研究（Huselid, 1995）と考察   
 1980 年代の SHRM 議論の発展を受けて、人事施策と企業業績への実証的な関心も高
まり、様々な実証研究が発表されていったが、その中で 1995 年の Huselid の研究は大
き な 影 響 を 与 え た と し て 評 価 さ れ て い る （ Kaufman, 2010; Wright, Gardner, 
Moynihan & Allen, 2005）。Huselid の研究はそれ以前の SHRM と企業業績に関する
実証研究の手法上および概念上の限界を明らかにし、それを修正する形での分析を行









 Huselid（1995）は、まず HPWP を「効果的な人事施策」として特定した上で、それ
らに関する実証研究における限界として手法上の２つの問題点と概念上の 1 つの問題点
を指摘した。  

















 Huselid（1995）では、これらの限界を克服するため以下のような仮説を立てた。  
仮説１ａ：システムとしての HPWP は従業員の離職率を低減させ、生産性と企業の財務
成績を向上させる。  























・どのくらいの割合の従業員が態度評価を定期的に受けますか？   











 (a) 昇給もしくは業績成績のみ ; (b) 昇給が同じであれば年功のみ ; (c) 最低の昇給基準に
合致している対象者から年功で ; (d) 年功  
・もっとも頻繁に採用を行う５つのポジションについて、要件に合う候補者は各ポジションごとに
平均何名ずつ応募がありますか？  
出所：Huselid（1995, p. 646）  
 
 次 に 、 HPWP の 戦 略 と の 適 合 お よ び 施 策間 の 整 合 を 検 証 す る 尺度 と し て は 、
Venkatramen（1989）が提示した２つの「適合（ fit）」の概念に拠っている。１つは「媒







度「整合を通じた適合（ fit as Matching）」によるものである。仮説２で取り上げた「施
















設定した尺度は以下の図表 2-23～2-24 のようにまとめられる（参考：山田 , 2012）。  
 
図表 2-23：Huselid の人事施策の適合尺度  
 
媒介を通じた適合  整合を通じた適合  
内的適合  ・人事方針の一貫性  
 ×従業員のスキルと組織構造  
・人事方針の一貫性  
 ×従業員モチベーション  
・従業員スキルと組織構造  









外的適合  ・差別化もしくは集中戦略から得られた売上高  
 ×従業員スキルと組織構造  
・差別化もしくは集中戦略から得られた売上高  
 ×従業員モチベーション  
・SHRM 指標×従業員スキルと組織構造  










図表 2-24：SHRM 指標  
SHRM 指標の構成要素  
a
 
1. 企業の戦略プランに経営管理者の特徴を合致させる  
2. 長期的な企業経営に必要な経営管理者の特徴を特定する  
3. 長期的な戦略的目標の達成に経営管理者 を動機づけるよう報酬システムを調整する  
4. 企業・事業戦略の実行を支援するよう要員配置のパターンを変更する  
5. 戦略目標の完遂に必要な資質を基に鍵となる人材を評価する  
6. 将来どんな職務が必要となるかに基づいて職務分析を行う  
7. 戦略的な転換を支援するため能力開発プログラムを実行する  
a
 出所： Devanna, Fombrum, Tichy and Warren（1982） 
出所：Huselid（1995, p. 672）  
 
4-1-2．検証結果と評価  
 以上の手法で設定され尺度を用いて Huselid は、独立変数を、HPWP、内的適合度、
外的的適合度とし、離職率、生産性、企業業績（Tobin のｑ、GRATE）を従属変数とし
て階層的重回帰分析を行っている。その検証結果は以下の通りとなっている。  
 ① HPWP は企業業績、離職率、生産性に有効な結果を示した。  
 ② HPWP の採用程度が１標準偏差上昇することで以下の影響があると報告している。 
   ・離職率：7.0％低減  
   ・売上高／従業員：＄27,044 の向上  
   ・市場価値／従業員：＄18,641 の向上  
   ・利益／従業員：＄3,814 向上  
 ③ HPWP の内的適合度が企業業績に与える影響は殆ど見られない  












 Huselid が行ったこの研究は、Kaufman（2010）によれば、SHRM と企業業績に関す
る最も先駆的で影響力のある研究だとしている。また、Wright et al.（2005）によれば、
Huselid の研究は「画期的な研究（ groundbreaking study）」として HPWP と言われる
一連の人事施策が企業の財務業績、市場価値、離職率に関係することを示したものと評
価している。いずれにしてもこの Huselid の研究以降、SHRM と企業業績に関する実証
的な研究が飛躍的に進められたことは間違いなく、ほぼ同時期に、Macduffie（1995）、













4-2．実証研究のメタ研究と考察①－Wright et al .（2005）  
4-2-1．過去の実証研究の概観（メタ分析と理論的指摘）  
 Huselid（1995）以降、人事施策と企業業績に関して SHRM 理論に基づく数多くの研







れらの研究の蓄積が進む中、Wright et al.（2005）は、その時点で発表された 68 の実証
研究に関するメタ分析を行い、以下の問題提起を行っている。  
 まず、統計的な因果関係の証明に関する問題指摘を行っている。Wright et al.（2005）














図表 2-25：人事施策と企業業績の実証研究の検証  
著者  研究のタイプ 逆因果の検証（有無）  
Addison and Belfield (2001)  過去－先行  無  
Agarwala (2003) 同時  無  
Ahmad and Schroeder (2003) 過去－先行  無  
Appleyard and Brown (2001) 過去－先行  無  
Arthur (1994) 過去－先行  無  
Bae et al . (2003) 過去－先行  無  
Bae and Lawler (2000) 過去－先行  無  
Batt (2002) 過去－先行  無  
Batt et al . (1998) 過去－先行  無  
Bennett et al. (1998) 過去－先行  無  
Bjorkman and Xiucheng (2002) 過去－先行  無  
Black and Lynch (2001)  過去－先行  無   
及び過去  
 
Caligiuri and Stroh (1995)  過去－先行  無  






Chandler and McEvoy (2000) 過去－先行  無  
Chandler et al . (2000) 過去－先行  無  
Coll ins and Clark (2003)  先行  無  
Cooke (1994) 過去－先行  無  
Delaney and Huselid (1996)  過去－先行  無  
Delery and Doty (1996)  同時  無  
Fey and Bjorkman (2001)  過去－先行  無  
Fey et al . (2000) 過去－先行  無  
Fulmer et al . (2003) 過去－先行  有   
 同時及び先行  
 
Gelade and Ivery (2003) 同時  無  
Gomez-Mejia (1988) 先行  無  
Guest et al . (2003) 先行  無  
Guthrie et al . (2002) 過去  無  
Guthrie (2001) 過去  無  
Harel et al. (2003) 過去－先行  無  
Harel and Tzafrir (1999)  過去－先行  無  
Harris and Ogbonna (2001)  過去－先行  無  
Harter et al. (2002) 過去－先行  無  
Hoque (1999) 過去－先行  無  
Huang (2000) 過去－先行  無  
Huselid (1995) 先行  無  
Huselid and Becker (1997)  過去  有  
Huselid et al. (1997) 先行  無  
Ichniowski and Shaw (1999)  過去  無  
Ichniowski et al . (1997) 過去  無  
Jayaram et al . (1999) 過去－先行  無  
Jangwoo Lee and Miller (1999) 過去－先行  無  
Li (2003) 過去－先行  無  
Khatri (2000) 過去－先行  無  
Lahteenmaki et al . (1998) 過去－先行  無  
Lam and White (1998)  過去－先行  無  
Lincoln and Kalleberg (1996) 過去－先行  無  
Liouville and Bayad (1998)  過去－先行  無  
MacDuffie (1995) 過去－先行  無  
Martell and Carroll (1995)  過去－先行  無  
Ngo et al . (2003) 過去－先行  無  
Park et al. (2003) 過去－先行  無  
Paul and Anantharaman (2003) 過去－先行  無  
Ramsay et al. (2000) 過去－先行  無  
Richard and Johnson (2001)  過去－先行  無  
Rodriguez and Ventura (2003) 過去－先行  無  
Rogg et al . (2001) 過去－先行  無  
Shaw et al . (1998) 過去－先行  無  
Snell and Youndt (1995) 先行  無  
Stroh and Caligiuri (1998)  過去－先行  無  
Vandenberg and Richardson (1999)  先行  無   
及び過去－先行  
 






Way (2002) 過去－先行  無  
Wlbourne and Andrews (1996) 先行  無  
West et al . (2002) 過去－先行  無  
Wright et al. (1999) 過去－先行  無  
Youndt et al. (1996) 先行  無  













的に証明できているとは言えないと Wright et al.（2005）は結論付けている。  
 さらに、Wright et al.（2005）は、その時点のいくつかの研究を基に、人事施策と企業
業績の因果関係について、従業員のエンゲージメントや職務満足、組織コミットメント
と部署レベルでの業績の関係などが、興味深い洞察と原因分析に関する方向性を提示し
ていると指摘している。Ryan, Schmidt, & Johnson（1996）、Koys（2001）、Harter, 
Schmidt & Hayes（2002）、そして Fulmer, Gerhart & Scott（2003）といった研究を挙
げて検証しているが、まだ従業員の姿勢や部署別の業績と会社業績の関係性にはまだ明
確になっていない部分も大きく更なる研究が必要であると指摘している。  










































図表 2-26：研究デザイン  
 






う考えによっており、Gerhart, Wright, McMahan & Snell （2000）や Wright, Gardner, 
Moynihan, Park, Gerhart & Deley（2001）の推奨に基づいている。組織コミットメント




か月平均を、「過去（past）：9 か月前～3 か月前」「現在（ concurrent）：3 か月前～3 か
月後」「近い将来（early post）：3 か月後～9 か月後」「少し先の将来（ late post）：9 か









図表 2-27：人事施策に関する質問票  
HRM に関する質問  
選考  




3. 応募者は採用前に公式の試験（筆記もしくは実技）を実施される  
従業員モチベーション  
4. 従業員は毎年平均何時間公式な訓練を受けているか  
業績連動報酬および業績評価  
5. 従業員は定期的（最低年１回）に業績評価を受ける  






9. 従業員は合理的で公正な苦情処理システムがある  






















































 Peccei et al.（2012）は、「ウェル・ビーイング」という従業員を中心に置いた概念が
人事施策と企業業績の関係の検証に重要な要素として位置づけられてきた背景を、以下
のように説明している。1980 年代～1990 年代に SHRM 研究が発展していったが、1990
年代に一部の研究者から「戦略的人事的資源管理は新たな形を変えた従業員の『搾取』の




































 最後に組織業績の定義については、Dyer & Reeves（1995）の４つの次元の成果に基づ
く定義を採用している。その４つの次元とは、１．人材が直接影響を与える次元であり、
欠勤率や離職率などの指標で特定される成果、２．組織的な成果の次元であり、生産性や
























出所：Peccei et al.（2012, p. 22）  
 
 モデル１  (a)は効果的な HRM は WB にも OP にも良い影響を与える可能性であり、
「弱い相互作用（Weak Mutual Gains）」として、企業業績にも従業員の双方にメリット
が得られるモデルとしている。ただし、このモデルでは WB と OP の間には関係はなく、
あくまで HRM が並行して２つの要素に影響を与えるとしている。モデル１  (b)は、HRM
が OP 及び WB の両方に影響を与えるだけでなく、良い WB 自体が OP に良い影響を与
え、HRM の影響を増幅させるというモデルである。「強い相互作用（ Strong Mutual 
Gains）」とされ、モデル１  (a)より従業員・会社双方のメリットがより強固に連動すると
されている。これに対し、モデル２は「相反作用（Conflicting Outcomes）」とされ、HRM
自体は OP に正の相関があっても、WB にはマイナスの影響を与えるものであるという
モデルとなっている。 OP に良い影響を与える HRM は従業員に対して「搾取的
（exploitative）」なものであり、WB にとってはマイナスの影響を与える可能性をくみ取
っている。WB へのマイナスは中長期的には欠勤率や離職率などマイナスの影響を OP に










に関する過去の実証研究の検証を行っている。結果は図表 2-29 に示すとおりである。  
 










     
コミットメント AQ 7. Gould-Williams, 2003 + + + 
AQ 9. Hoque, 2009 + + 検証無  
AQ 14. Paul and Anantharaman, 2003 0 + + 
AQ 22. Wright et al. , 2003 + + 検証無  
GQ 1. Ahmad and Schroeder, 2003 + + + 
GQ 15. Ramsay et al. , 2000 + + － 
GQ 23. Wright et al. , 2005 + + 検証無  
EQ 16. Riordan et al. , 2005 + + － 
EQ 21. Van Veldhoven, 2005 0 0 検証無  
職務満足  AQ 7. Gould-Williams, 2003 + + － 
AQ 9. Hoque, 2009 + + 検証無  
AQ 20. Varma et al . , 1999 + + 検証無  
GQ 2. Akdere, 2009 + 0 検証無  
GQ 19. Vanhala & Tuomi, 2006 0 0 検証無  
EQ 16. Riordan et al. , 2005 + + － 
コ ミ ッ ト メ ン ト 及
び職務満足  
AQ 5. Godard, 1998 0 0 検証無  
AQ 8. Guest, 2001 0 0 － 
AQ 10. Guest & Pecci, 2001 + + + 
AQ 4. Coll ings et al. , 2010 0 0 検証無  
AQ 13. Park et al . , 2003 + + + 
GQ 6. Godard, 2001 0 0 検証無  
GQ 11. Nishii et al . , 2008 + + + 
GQ 12. Orl itzky & Frenkel, 2005 + 0 － 
GQ 18. Van den Berg et al . , 1999 + + + 
健康関連  
     
ストレッサー AQ 3. Chandler et al ., 2000 ー 0 検証無  
AQ 17. Truss, 2001 ー + 検証無  
GQ 12. Orl itzky & Frenkel, 2005  ー 0 ー 
制約  GQ 12. Orl itzky & Frenkel, 2005  ー 0 ー 
GQ 15. Ramsay et al. , 2000 ー + ー 
GQ 19. Vanhala & Tuomi, 2006 0 0 検証無  







であり、 (a) サンプルサイズ と回 答 率 （ sample size and response rate ） ; (b) 研 究 デザインの質
（quality of research design） ; (c) HRM、ウェル・ビーイング業績の尺度の信頼性と有効性（reliabil ity 
and validity of the HRM, well-being and performance measures）、及び (d) 統計的検証の妥当性
（the adequacy of the statistical test performed） という４つの基準で評価し、４つのうち 2 つ以上の
基準で 1~２のスコアがついた研究を AQ：平均的レベル（average quality）、４つのうち 2 つ以上の基準
で３~４のスコアが付いた研究 を EQ：優良レベル（excellent quality）、その中間にあるものを GQ：良好
レベル（good quality）として格付けした結果である。  
 出所：Peccei et al.（2012, p. 36）  
 
 結論として、この研究では以下の点を指摘している。  
 ① HRM は WB のうち「幸福関連ウェル・ビーイング」に対し正の影響を与えること
がある程度指示されており、「相互作用」（モデル１）の理論モデルが「相反作用」
（モデル２）よりも強く支持された。  
 ② WB のうち「幸福関連ウェル・ビーイング」については、それを通じて HRM と OP
の関係が調整されるという「強い相互作用」（モデル１ (b)）もある程度支持されて
いる。  





















































































している（Applebaum, 2000; Boxall & Purcell, 2008）。Jiang, Lepak, Hu & Baer （2012）
は AMO 理論に基づき、過去の実証研究に関するメタ分析を行った研究である。  
 
4-4-1．理論的モデルの構築  

































 以上の理論的な議論を踏まえて、Jiang et al.（2012）では、以下の図表 2-31 に示され
る理論モデルを構築した。  
 
図表 2-31：人事の次元が組織業績に与える影響に関する理論モデル  
 
























（distal outcomes）へと順序立って影響をモデルとなっている点が最後の特徴である。  
 この研究では、これらのモデルをベースに、過去の実証研究からサンプルデータを収
集し、補正をかけつつ統合を行い、共分散構造分析（SEM：structural equation modeling）


















図表 2-32：人事の次元が組織業績に与える影響に関する最終的なモデル  
 
























































図表 2-33：システム１または２と、システム４における変数の単純化された図式  
 























 SHRM における理論モデルの研究の変遷に引き続き、SHRM で議論される人事施策の
企業業績への影響に関する実証研究の確認を行ったが、突き詰めれば、SHRM における
研究が追及している命題は以下の２つに整理されると考えられる。  
 命題① 何が良い（＝企業業績に正の影響を与える）人事施策なのか  
 命題② 良い人事施策はどのようなメカニズムで企業業績に正の影響を与えるのか  





社会状況の影響を考慮した人事施策の研究（Boxall & Purcell, 2008, pp. 71~84）や組織













































人事施策の正当性について、企業戦略のみならず、社会や産業（Boxall & Purcell, 2008）、























5-1．SHRM 研究発展のレビューと考察－Jiang & Messersmith（2018）  




 “ On the shoulders of giants: a meta-review of strategic human resource 
management”と題された同研究は、1980 年から 2016 年までに発表された 8126 の SHRM
に関連する文献のレビューを行っている。（同文献数は Scopus でのリストアップに基づ










（organizational climate）が取り上げられる代表的な理論とされている。  
 
図表 2-34：SHRM 理論の先行レビューの集計  
理論  先行研究で 
確認された回数  
資源ベース理論  （Resourced-based view） 37 
役割行動理論  （Behavioral perspective） 22 
人的資本理論  （Human capital theory） 20 
AMO フレームワーク （AMO framework） 14 
社会交換理論  （Social exchange theory） 10 
制度理論  （Institutional theory） 9 
エージェンシー／取引コスト理論  （Agency/Transaction costs） 8 
組織風土  （Organizational climate） 8 
資源依存理論  （Resource dependency） 7 
帰属理論  （Attribution theory） 5 
社会資本理論  （Social capital theory） 3 
一般システム理論  （General system theory） 3 
サイバネティック （Cybernetic） 2 
従業員と組織の関係  （Employee-organization relationship） 2 
組織学習理論  （Organizational learning theory） 2 
心理的契約理論  （Psychological contract theory） 2 
衡平理論  （Equity theory） 2 
自己決定理論  （Self-determination theory） 1 
人口生態学  （Population ecology） 1 
シンボリック理論  （Symbolic theory） 1 
戦略的基準点理論  （Strategic reference points theory）  1 
戦略的合意理論  （Strategic agreement theory） 1 
出所：Jiang & Messersmith（2018, p. 9）  
 
 次に、実証研究については、まず４つのメタ研究（Combs, Liu, Hall & Ketchen, 2006; 














 その他に、この研究では SHRM に議論においては、人事施策や組織業績を測定する方
法論も問題にされている点も指摘している（図表 2-35）。  
 
図表 2-35：SHRM における方法論的な論点に関する先行レビューの集計  
方法論的論点  先行研究で 
確認された回数  
HRM システムの尺度（Measurement of HRM systems） 31 
業績成果の尺度（Measurement of performance outcomes） 20 
分析の次元（Level of analysis） 16 
研究設計（Research design） 15 
第三の変数（Missing variables） 5 






















図表 2-36：SHRM 研究に関する将来の方向性  
 
出所：Jiang & Messersmith（2018, p. 19）  
 
 第 １ は 、「 従 業 員 の 成 果 と 積 極 的 な 組 織 学 習 （ Employee outcomes & positive 
organizational scholarship）」と題された分野であり、個々の従業員の成果と影響に注目
するという指摘である。本研究で取り上げた Peccei et al.（2012）が注目した「ウェル・
ビーイング」などを代表的な概念として挙げている。第２は、「HR システムの多元的な

















は、「時系列論点と因果関係（Time issue and causality）」として、経年的なデータ収集
に基づく、因果関係の検証が必要であると指摘している。そして、最後に、ビッグデータ
を利用した SHRM 研究の発展の可能性を示唆している。  
 本研究の問題意識は SHRM における「ミクロの方向性」と「マクロの方向性」の視点
の統合であるが、この研究で示される傾向から、その問題意識の妥当性の論拠がいくつ









5-2．SHRM における従業員の影響に関する考察  































 いずれも、SHRM 研究には重要な考察であり、以下それぞれの概要をレビューする。  
 








































5-2-2．SHRM 議論における従業員の「認識」に着目した研究の概要  
  次に取り上げるのは、人事施策が実行される過程で、組織の各階層レベル（企業全体、
部署やグループ単位、個々の従業員）でどのように理解され、認識されているのかという




















図表 2-37：SHRM のプロセスモデル  
 
出所：Wright & Nishii （2012, p. 101）  
 
 このモデルでは、「意図された HR 施策（ intended HR practices）」が組織内の階層を












 こういった、個人やグループなど様々なレベルでの HRM に対する「認識」のばらつき










あり、それらを備えた HRM を「強い HRM（ strong HRM）」している。  



































第 6 節 小括および考察  




































































































第３章 英国における戦略的人的資源管理研究  
 










での SHRM 研究への批判的議論があると指摘されている（Peccei et al., 2012; Paauwe, 






英国における SHRM 研究、特に理論研究を中心に概観していく。  
 
第 2 節 英国における SHRM 研究①（初期）  
 1970 年代に米国で開花した HRM に関する考え方がその後英国で輸入され、1980 年
代にはさかんに議論されるようになった（岩出 , 1991, p. 150）。また実際に 1980 年代に
は英国では Storey（1989a）に代表されるように HRM が人事管理・労使関係の分野で大
きく取り上げられ、議論が進んだ。ただし、本章で「初期」としている 1980 年代から







スタートさせているのが特徴である（例えば Legge, 1989）。SHRM という用語も安易に
用いず、HRM という用語を基本的に使いながら、「企業戦略」との関係性という文脈で
“ strategy”という用語が使われる傾向にあり、比較的長期間続いている。（例えば、
Purcell は SHRM 研究の初期段階から戦略と HRM に関する論考を発表しているが、上
述のような傾向は“ Impact of corporate strategy on human resource management”
（Purcell, 1989）、“Corporate strategy and its link with human resource management”
（Purcell, 1995）、“The meaning of strategy in human resource management”（Purcell, 
2001）、といったタイトルにも表れている。） ある意味、米国での議論に対しある種懐疑
的、批判的な立場を保ちつつ議論がなされているとも取れるが、その代表的な例は Storey
が編纂した、一連のテキスト、“Human Resource Management: A Critical Text”（1995a, 
2001a, 2007a）である。タイトルに“A Critical Text”という表現を含むように、一貫し
て批判的かつ懐疑的な立場で HRM に関する議論・検証を行っている。  
 こういった議論の背景には、「単一制論（unitarist）」と「多元論（pluralist）」という
「従業員と企業の関係」に対する米国と英国で異なる思想基盤がある。そこで、本章では
まず 1990 年代初頭までの英国での HRM に関する議論・検証を取り上げる。その中でも
特に「従業員と企業の関係」が取り扱われる点を詳しく観察し、それにより本研究の第 1
章、第 2 章で指摘してきた問題意識の解決の糸口を探求する。まず本節では Storey が
1989 年に発表した“New Perspectives on Human Resource Management”というテキ
ストを最初に取り上げる。このテキストは、上述した Storey の一連の“Human Resource 
Management: A Critical Text”に先行し、1980 年代での英国における SHRM 研究を受
けて編纂されており、英国 HRM 研究の出発点の状況を明らかにできるからである。  
 
2-1．Storey (1989a) における論考  
2-2-1．Storey（1989b）の論考  





















の必要性を同テキストの最終章（Storey, 1989a, p. 181）でも主張している。  
 さらなる問題点は、HRM の概念的な問題である。Storey は HRM の適用に２つの方向







は前者を「ソフト・バージョンの HRM（ soft version of HRM）」（以下、ソフト・バージ

























2-1-2．Storey（1989a; b）の論考への考察  









を検証した議論が、Legge（第 2 章）や Guest（第 3 章）でも展開されており、本章の後
段で確認したい。  
 さらに Storey が指摘した、ソフト・バージョンとハード・バージョンの統合の問題は、































2-2．Legge (1989) における論考  
2-2-1．Legge（1989）の論考  






において、Legge は“Human resource management: a critical analysis”と題した論考
を発表しており、その中で、従来の PM と HRM の相違点について分析を行っている。
同論考の中で、Legge は「規範的な（normative）」定義を PM と HRM で比較を行い、
以下のような共通点と相違点を示している。  
 共通点①：どちらも PM/HRM を組織目標に結び付けることを重要だと強調している。 
 共通点②：どちらも PM/HRM をしっかりライン管理者に委ねている。  
 共通点③：どちらも個人が満足し組織に最高の貢献ができるよう十分個人の能力開発
が行われることが重要だと強調している。  
 共通点④：どちらも PM/HRM を組織目的に結び付けるためには、適切な人材を適切な
職務に配置することが重要だと強調している。  
 これらの共通点を踏まえると、PM と HRM に大きな差異は認められないとしつつも、
以下の３点を相違点として指摘している。  
 相違点①：PM がその管理対象の大半を非管理職においているのに対し、HRM は管理
者も含めたマネジメントチームの開発に力点をおいている。  











 加えて、Legge（1989）は、上記の PM と HRM の規範的な定義比較を行う中で、そも








べての利害関係者の利害の一致が存する（ there is a long-run coincidence of interests 




HRM は本質的には「単一制論的」な考え方を前提としており、英国での HRM の展開に










































 Legge（1989）は HRM の定義・議論につき、批判的な立場から検討を加え、厳しい評
価を下している。Legge（1989）の主張する、HRM の議論は従来の PM の議論の「ラベ
ルを貼り替えただけ」という点については、論議を呼ぶところである。ただし、この後の




















求は SHRM 研究の発展に必要だと考えられる。  
 
2-3．Guest (1989b)における論考  
2-3-1．Guest（1989b）の論考  




























































































 本章では、英国での SHRM 研究の初期段階である 1980 年代後半から 1990 年代初頭
の状況を概観するため、Storey（1989a）を取り上げて、特に「従業員と企業の関係」に
関する論考を確認した。  













































が与える影響」を SHRM 理論に取り込む議論への貢献が期待される。  
 















に、本節では、まず Storey（1989a）の流れを受けて、編纂された Human Resource 
Management: A Critical Text （Storey, 1st edition, 1995a; 2nd Edition, 2001a; 3rd 
Edition, 2007a）における、Storey, Legge, Guest の論考を振り返る。次に、Boxall & 
Purcell によって著された Strategy and Human Resource Management, 4th Edition
（2016）の論考を確認する。Purcell は Human Resource Management: A Critical Text
にも各版において、一貫して戦略と HRM に関する論考を著しておりおり、その流れと合
わせて確認することで、HRM から SHRM への研究の発展経緯を概観する。最後に、





3-1．Storey (1995a～2007a)における論考  
3-1-1. Storey の論考の変遷  
 Storey は、まず“Human Resource Management: A Critical Text”の 1st Edition
（1995a）の中の、“Human resource management: still marching on, or marching out?”








（The HRM model）」（図表 3-1）を定義し、図表 3-2 で示される「チェックリスト（The 







すると、図表 3-2 のリストが先行して作成されている事実がある。同リストは Storey が
1992 年に著した“Developments in the management of human resources”で最初に提
示され、それを用いて 15 社の主要な英国企業に対し HRM の進展に関するケーススタデ
ィを行ったものである。その調査結果を踏まえて HRM の意味するものを再整理し、
Storey（1995b）で改めて、図表 3-1 を「HRM モデル」として提示している。  
  
図表 3-1：  HRM モデル（The HRM model）  




 2. 戦略的側面  
・上記の信念と前提から HR に関する意思決定は戦略的な重要性を持つ。  
・経営トップの関与が必要である。 
・HR 方針は事 業戦略より派生し、事業戦 略に貢献 可能な、事 業戦略 と統合 されたものでな
ければならない。 

















図表 3-2：25 項目のチェックリスト（The twenty-five-item checklist）  




1 契約  書面による細心の記述  ”契約を超える”ことを目指す  
2 規則  明確かつ相互的な規則を考案  規則にこだわらない、概観できる '  
3 マネジメントのガイド 手続/管理との整合性  事 業 ニーズ/柔 軟 性 /コミットメン
ト 
4 行動準則  規範  / 慣行と実績  価値／ミッション  
5 労 働 へのマネジメントの
責務  
監視  支援  
6 関係の本質  多元論的  単一制論的  
7 利害対立  制度的  強調されない 




9 鍵となる関係  労使関係  事業と顧客  
10 主導権  分散  統一的  
11 企業の計画  周辺課題  中心課題  




13 管理者の役割  取引的  変革のリーダーシップ 
14 鍵となる管理者  人事/労使関係専門家  経営者、事業・現場管理者  
15 称 賛 されるマネジメント
スキル 




16 介入の焦点  人事手続  広 範 囲 に わ た る 組 織 的 ・ 文 化
的・構造的な人事戦略  
17 選考  分散された周辺タスク 統合された重要なタスク 
18 賃金  職 務 評 価 及 び細 分 化 固 定 化 さ
れた階層に基づく 
業績及び少ない階層に基づく 
19 労働条件  個々に交渉  調和的  
20 労使関係  集団的交渉による契約  個人ごとの契約を志向  
21 組合世話役との折衝  機関・訓練を通じて規定化  軽 んじられる  (一 部 の重 要 な変
更に関する交渉を除く）  
22 コミュニケーション  間接的で制約されたフロー 直接的で広いフロー 
23 職務設計  分業制  チームワーク 
24 利害調整  一時的な停戦  風土と文化のマネジメント  






出所： Storey(1992, p . 35) 
出所：Storey（1995b, p. 10）  
 
 改めて、Storey（1992）で図表 3-2 のリストを作成した論考を確認すると、以下の論
理の流れが見て取れる。まず、Storey（1992）では、図表 3-3 にある通り、HRM の「意
義」を整理し、複数の意義を「強弱（Strong vs Weak）」と「硬軟（Soft vs Hard）」の２
軸で相関を位置付けている。図表 3-3 では、Storey（1989b）で既に提示されていた問題


























図表 3-3：HRM における多様な意義のマッピング（HRM ‘mapping’ of various meanings） 
 


























も読み取れる。次の 9~12 の次元をまとめた「戦略的側面（Strategic aspects）」は事業
戦略や意思決定との関係をチェックする要素が整理されており、上記の「ハード・バージ
ョン」の HRM が成立する要素に結び付けられると考えられる。３つ目のセクションであ
る「ライン・マネジメント（Line management）」は 13~15 の次元から成っているが、
これは上述の Legge（1989）で指摘された規範的モデル比較に基づく、HRM と PM の相









する議論でその概要を取り上げている（Storey, 1995b, pp. 11-16）。それによれば、15 社






























チェックリスト（図表 3-2）を論理的な考察を踏まえて提示できた点にある。  
 次に、Storey は 2001 年に発行された“Human Resource Management: A Critical Text 


















HRM の「意義」という観点から、実証的な側面からは HRM の「実践（practice）」とい
う観点から検討を行っている。  
 まず、理論的な観点では Storey は HRM の定義を次のように行っている。「HRM は、
文化的、構造的かつ人事的な一連の手法を用いることで、高度に動機付けされた高い能
力を保持する労働力の戦略的な展開を通じて競争優位を獲得することを追及する独自の
雇用管理手法である（ Human resource management is a distinctive approach to 
employment management which seeks to achieve competitive advantage through the 
strategic deployment of a highly committed and capable workforce using an array of 
cultural, structural and personnel techniques.）。」 この定義自体は既に Storey（1995b）
で提示されており、そして、その定義を表す特徴的な要素まとめたものが同研究で既に
提示された図表 3-1 の「HRM モデル」だとしている。その点において Storey の立場は






 次に、実証的な観点からは、いくつかの調査（Cully et al., 1999; Gennard & Kelly, 
1994; Torrington, 1999）を挙げながら、英国企業において HRM は PM とは異なる手法
であるという認識と、そういった手法採用が高まっている点を指摘している。ただし、
HRM の取り組みが進みながらも従来型の労働組合の存在やそれを通じた取り組みが併















 次に 1990 年代に米国を中心に大きく飛躍した SHRM に関する実証研究については、
Huselid（1995）、Becker & Gerhart（1996）、 Huselid et al. （1997）、Ichniowski （1996）、












3-1-2. Storey の論考への考察  











 その中で、あえて HRM の内容を明確にしようと行ったのが上述の定義であり、図表












たすことが HRM の重要な点であると考えられる。これが Storey の論考の第２の特徴で
ある。  


























「新たな従業員のとの関係性」の上に展開することこそが HRM の特徴であると Storey
（2001b）では主張していると解釈できる。従来の労働組合の影響力が強い、「多元論的」
かつ「集団主義的」な前提で考える労使関係を従業員と企業の新たな関係に置き換える






も読み取れる。これが、Storey の論考の第３の特徴である。  
 
3-2．Legge (1995～2007)における論考  
3-2-1.  Legge の論考の変遷  
 Legge は Human Resource Management: A Critical Text 1 st Edition に Legge（1995），
“HRM: rhetoric, reality and hidden agenda”という論考を、同書の 2nd Ediiton に、
Legge（2001） , “Silver Bullet or Spend Round? Assessing the Meaning of the ‘High 
Commitment Management’ / Performance Relationship”という論考を、そして 3rd 





















徴として認識している。ただし、この点についても、HRM と PM の違いは「何が異なる























に Legge（ 1995）がとらえた HRM の潮流がもたらす危険性として「経営至上主義
（managerial triumphalism）」を助長することを挙げ、論考を閉じている。  
 その後、発表された Legge（2001）では、1990 年代に中心に多数提起された SHRM に
関する実証的な論考への批判的な記述が中心であり、HRM への理論的な批判というトー
ンは弱くなっている。そして、 Human Resource Management: A Critical Text 3rd 
Edition では、Legge（2007） , “Networked Organization and the negation of HRM”
というテーマを取り上げているが、将来予想される組織像に関する HRM の展望であり、
SHRM の議論から更に遠ざかった観は否めない。  
 
3-2-2. Legge の論考への考察  
 Legge（1989; 1995）では、一貫して HRM は PM と本質的な差異はないとしており、
「ラベルの貼り替え」や「古いワインを新しい瓶へ」という表現で真っ向から批判を加え




































SHRM を受け入れ、理論を発展させるには至らなかったという違いも指摘できる。  
 現実には、その後の SHRM 研究の発展の中で、Legge（1989; 1995）や同様の主張を
行った Keenoy（1990）などの影響は限定的であり（Peccei et al., 2012; Paauwe et al., 










（1989; 1995）の貢献であると評価できる。  
 
3-3．Guest (1995～2001)における論考  
3-3-1. Guest の論考の変遷  
 Guest は、Human Resource Management: A Critical Text 1st Edition に Guest（1995），
“Human resource management, trade unions and industrial relations”という論考
を、同書の 2nd Edition に、Guest（2001），“ Industrial relations and human resource 
management”という論考を寄せている（尚、同書の 3rd Edition には Guest の論考は
掲載されていない）。Guest は一貫して、労働組合・労使関係の観点から HRM への考察
を深めており、以下に概観する。  




 Guest（ 1995）は、 HRM に不可欠な４つの要素として、「戦略的統合（ strategic 




















図表 3-4：HRM の鍵となる次元（HRM ’s key dimensions）  
次元  労使関係  HRM 
心理的契約  遵守  コミットメント  
行動規範  規範、慣行と実績  価値／ミッション  






組織設計  公 式 の規 則 、階 層 、分 業 、管 理 職
による統制  
柔 軟 な役 割 、フラットな階 層 、チー
ムワーク、自立と自己統制  
出所：Guest（1995, p. 112）  
 
図表 3-5：HRM と労使関係のマトリックス  
 




高い 1 2 
低い 3 4 
出所：Guest（1995, p. 118）  
 
 Guest（1995）は、日本やヨーロッパの労使関係や 1990 年代以降の英国でも見られ始
めている例を挙げ、「二元的コミットメント」が成立する可能性を指摘している。しかし
ながら、企業の選択肢の分析に基づくと、英国の人事管理の傾向は「ブラックホール
（black hole）」と命名した、上記図表 3-5 の「４：HRM も労使関係も重視しない（ low 












しくは、HRM と融合した労使関係が考えられるとしている。  










置づけられる。労使関係も整わず HRM への取り組みが為されない状況は Guest（1995）
で既に「ブラックホール」と定義されている。  
 
図表 3-6：労使関係と HRM（ Industrial Relations and Human Resource Management）  
 




高い パートナーシップ 伝統的な多元論  
低い 個人主義  ブラックホール 
出所：Guest（2001, p. 97）  
 



















であるという研究結果（Green, Machin & Wilkinson, 1996; Heyes & Stuart, 1998）も
指摘している。従って、HRM を機能させるために重要な従業員と企業の関係は「パート
ナーシップ」とは結論できないとしている。  
 反対に、図表 3-6 の「個人主義」は拡大してきているという現実があると Guest（2001）
では指摘している。集団的労使関係の退潮の中、経営者は高コミットメント経営を選ば
ず、むしろ英国では有期雇用が増加している傾向も指摘されている（Tremlett & Collins, 
1999）。このように個別の有期雇用も増え、個人主義的な傾向が強まる中で、「心理的契
約（psychological contract）」が個々の従業員と企業の関係を分析する強力な枠組みにな
ると Guest（2001）は指摘している。  
 「心理的契約」という概念は、1960 年代に現れたが、近年になって個々の雇用関係の
影響を分析する枠組みとして注目されていると指摘している（Rousseau, 1995; Guest, 
1998）。Guest（2001）では、心理的契約の枠組みで、個人と企業の雇用関係の分析を行





















3-3-2. Guest の論考への考察  











た研究や実証を発展させており、“The Psychology of the Employment Relationship; An 
Analysis Based on the Psychological Contract”（Guest, 2004）、“Employee Well-Being 
and the Psychological Contract”（Guest & Conway, 2004）、“HRM and the Worker: 
Towards a New Psychological contract?”（Guest, 2007）などの研究が挙げられる。  
 こういった Guest の研究については、本章で取り上げた Storey や Legge などの英国
での HRM 研究を背景に、以下のように評価できると考える。  















Legge（1989; 1995; 2001）は一貫して、HRM に対して懐疑的な立場を取り続けている
が、PM と HRM が異なる鍵として、「ライン・マネジメント」や「企業文化」といった、
従業員と企業の関係の変化を挙げている。Guest（1989b; 1995; 2001）の論考は、その
従業員と企業の関係を正面から考察しており、英国での HRM 研究の流れの中で、鍵とさ






























3-4．Boxall & Purcell(2016)における論考  
3-4-1．Boxall & Purcell の論考  
 John Purcell は戦略と HRM の観点から論考を加える研究を一貫して続けている。本
稿で中心的に取り上げた“New Perspectives on Human Resource Management”（1989a）
や“Human Resource Management: A Critical Text 1st~2rd Edition”（1995a; 2001a）
に お い て も 、 そ れ ぞ れ 、“ The impact of corporate strategy on human resource 
management” (Purcell, 1989)、“Corporate strategy and its link with human resource 
management ”（ Purcell, 1995 ）、“ The Meaning of Strategy in Human Resource 
Management”（Purcell, 2001）という論考を継続して発表している。いずれも、「戦略」
自体の定義や HRM と「戦略」の関係性に考察を深めているのが特徴であり、その論考を
集大成したと見られるのが、“Strategy and Human Resource Management”（Boxall & 
Purcell, 2016）である。同書は 2003 年の 1st Edition から 2016 年の 4th Edition まで
版を重ねており、英国における HRM 研究において、一定の支持を得ている１つの見解だ
と見てよいであろう。同書では、PartⅠの２つの章、「HRM とは：何？なぜ？（Human 


















図表 3-7：「適合」「普遍的」論争：２階層での分析（The ’best fit ’ versus ‘best practice ’ 
debate: two levels of analysis）  
  
出所：Boxall & Purcell （2016, p. 95）  
 






























原則である趣旨を「管理権限、従業員の意見、社会的責任（Management power, employee 
voice and social legitimacy）」という章で解説している。そして、HRM が企業業績に与
える影響を考えることを最後の原則として、「人的成果と HRM の“ブラック・ボックス”
（Workforce performance and the ‘black box’ of HRM）」と題した章で論じている。そ


































性が HRM の前提として重要としており、Storey（1995b, 2001b）の理論構造と通じる
ところがある。  











3-5．Bratton & Gold (2017)における論考  
3-5-1．Bratton & Gold の論考  
 最後に、Bratton & Gold, (2017), Human Resource Management: Theory & Practice, 





じて達成される。」（Bratton & Gold, 2017, p. 5）と定義している。人間こそまさに重要
な資源であるという発想法を重視する点と統合性という概念を重視する点を指摘してい
る。また同書は、以下の点が従来の人事管理と HRM が異なる点であるとしている。（尚、
この点は Bratton & Gold（2003）には記述されているが、Bratton & Gold（2017）では
省略されている。）  
 ①  戦略的計画との強い結びつき  
 ②  「心理的契約」の重要性の強調  
 ③  職場での学習の重要性  
 ④  「個人」に対して焦点  
 ⑤  能動的な戦略的管理活動の中心  
 ⑥  企業業績との関係の明確な言及において「心理的契約」が重視されている  

















第 4 節 小括  
 本章では、英国における SHRM 研究の発展を振り返ってきたが。第 2 章で検討した米

































 従業員と企業の関係という英国での SHRM 研究の中で注目すべきは「心理的契約」と
言える（Guest. 2001; Bratton & Gold, 2017）。  
 これは、本研究の第 1 章でも検討した、PM から HRM・SHRM へと理論が発展してい



















































第４章 本研究の分析枠組み  
 
第 1 節 はじめに  









の影響が媒介過程において注目されるようになったという流れがあり、第 1 章及び第 2
章で検討した。  
これに対し、英国では HRM という概念が研究の対象として注目されるようになった
1980 年代の初期段階から HRM に対して、HRM と PM との本質的な差異から議論をス
タートさせている（Storey, 1989b; Legge, 1989）。その議論では、HRM で主張されてい
る「組織目標との連動」や「従業員の能力開発と動機づけの重要性」といった点は既に
PM でも主張・議論されているが、「組織文化」の重視など「企業と従業員との関係」が
















の英国における HRM の代表的な教科書である Boxall & Purcell（2016）、Bratton & 
Gold（2017）においても前提として取り上げられており、英国における HRM に関する
議論の１つの到達点ととらえてよいであろう。そして、その「従業員と企業の関係」の中
でも特に重要となるのが「心理的契約」であるという指摘がある（Bratton & Gold, 2017; 
Guest, 2001）。特に Guest（1989b）は HRM と労使関係・労働組合について考察を起点



























第 2 節 「心理的契約」の理論としての発展経緯  
 最初に「心理的契約」の理論としての発展状況を概観する。「心理的契約」の概念は











 2-1．Rousseau（1989）以前の理論系譜  
 心理的契約における理論上の基盤を、組織論の基本理論、「均衡理論（ equilibrium 
model ）」（Barnard, 1938）や「誘因－貢献理論（ inducement-contribution model）」  


















的契約」の理論的基盤を Barnard の論考に求めることは合理性がある。  
 そして、Barnard（1938）は、「組織の均衡」について「組織の存続は、その体系〔組




互関係の問題（Barnard, 1938, 邦訳 , p. 86）」であり、「その体系の均衡を維持するに足
















認 識 す る 、 組 織 離 脱 を 求 め る 程 度 （ the perceived desirability of leaving the 
organization）」と「（参加者が）認識する、組織からの移動の容易さ（ the perceived ease 















士と患者の関係の分析の影響を受けていると、Roehling（1997）や Conway & Briner
（2005）は指摘している。  
 これらの理論的な基盤を受けて「心理的契約」といった術語を用いてこの概念を提唱






な労働契約（psychological work contract）」へ進化することを示している（Argyris, 1960, 





には進展させていない（Conway & Briner, 2005）。この点を、服部（2011）では Argyris
（1960）の論考について「実証研究に使用する学術概念というよりは、クライアント企
業における問題解決を図る臨床的な便宜上の概念だった」と評価している。  















図表 4-1：  
 
出所：Levinson et al.（1962, p. 159）  
 














る、という特徴があるとしている（Levinson et.al., 1962，p. 22）。そして、調査結果か
ら様々な「期待」とそれに与える影響を分析し、「企業における職業経験とは契約的な関
係を充足する過程であり、その過程を通じて双方の当事者が連続して相互の要求を満た
すことを追求する。（ In summary, work experience in a company may be seen as the 
process of fulfilling a contractual relationship in which both parties seek continuously 
to meet their respective needs.）」（Levinson et al., 1962, p. 38）と結論づけている。相
互の「期待」とそれを満たそうとする行動が企業における活動の中核だという指摘であ















を当事者に強制する力を持つというのが Levinson et al.（1962）の主張である。Levinson 
et al.（1962, p. 125）は「互恵性」について「心理的契約を履行するすべての過程（ the 









 以上より、Levinson et. al（1962）は「心理的契約」を概念化したと評価できる。その
概念の特徴は、「相互期待」による形成、「変化」への対応、「互恵性」による強制力とい
う点にあると考えられる（服部（2011, p. 21）も同様の評価を下している）。さらに、















































































徴点を指摘している（服部 , 2011, pp. 22-23）。しかしながら、心理的契約はこの「初期
設定」の研究が、その後実証研究が積み重ねられて、独立した研究領域として確立される
には至らなかったとも指摘されている（Rousseau, 1989; 服部 , 2011）。  


















である（Roehling, 1997; Conway & Briner, 2005; 服部 , 2011）。Rousseau（1989）は、
上記の服部（2011）の指摘にあるように「心理的契約」そのものの定義があいまいな点
を、「心理的契約（Psychological Contract）」と「示唆的契約（ implied contract）」を対
比させつつ、その定義を明確にした。「心理的契約」を「特定の個人と相手方の間での相
互での交換における諸条件に関する個人の信念（ individual ’s beliefs regarding the 








































者に対する取扱いの観察（observation of treatments of others）」、③「組織方針の表明



















図表 4-2：個人の心理的契約の生成（Creating an Individual ’s Psychological Contract）  
 






















図表 4-3：契約の類型（Types of Contracts）  
 
出所：Rousseau（1995, p. 9）  
 









































すされている。この区別は Morisson & Robinson（1997）によって提唱され、現状の理
解として一般的になっているとされている（Conway & Briner, 2005）。実証研究でも「契
約不一致」や「契約不履行」が従業員のコミットメントや職務満足などに負の影響を与え
ているという結果が蓄積されており、「心理的契約」が組織における個人の行動に大きな

































































































































































 次に竹内（2017）では、モチベーションをプロセスとしてとらえる SHRM 研究におけ





出所：竹内（2017, p. 11）  
 





















 また竹内（2017）は、モチベーションをプロセスとする SHRM 研究のもう１つの限界




いる。HRM 施策として研究対象となる「高業績 HRM 施策／システム」については、企








3-2．Guest の研究  
3-2-1．心理的契約を取り入れた Guest の SHRM 研究の概観  
 「心理的契約」概念は英国の HRM 研究では従業員との利害調整という観点で重要な説
明概念であると位置づけられており、その中でも集団的労使関係の考察からスタートし、
個別労使関係の視点から HRM における「心理的契約」の意義を位置づけたのは D. Guest
である。Guest の研究に沿って、SHRM における「心理的契約」の理論的な位置づけを
確認する。  
 第 3 章でレビューしたように、Storey（1989; 1995; 2001)という一連のテキストにお








し て 提 示 し て い る 。  そ の 後 も Guest は “ The Psychology of the Employment 
Relationship; An Analysis Based on the Psychological Contract”（2004）の論考で労
使関係における「心理的契約」の位置づけを理論的な整理を行い、英国の労働界での大規
模な調査から「心理的契約」と従業員感情の関係に関する分析を行う（“Employee Well-
Being and the Psychological Contract”（Guest & Conway, 2004））など「心理的契約」
の論考を深め、 HRM との関係について、“ HRM and the Worker: Towards a New 
Psychological contract?”という論考を 2007 年に発表している。同研究は Guest が HRM
における「心理的契約」の理論化についての到達点であり、同論文について検討する。  



























































（Guest & Conway, 2002; 2004）及びその他の研究（Cousins et al., 2004）に基づき、
HRM が職務満足、生活満足、ワークライフバランスの満足に対して与える影響を媒介し
ている結果を示している。ただし、本論文では「心理的契約」の研究に留まらず、HRM
と従業員の態度・行動に関する実証研究（Appelbaum et al., 2000; Batt, 2002; Guest, 




図表 4-7：心理的契約の分析枠組（A Framework for the analysis of the psychological 
contract）  
 
出所：Guest（2007, p. 138）  
 
3-2-2. Guest の研究に対する考察  
 Guest（2007）はまず従業員と企業の関係を重視する前提で論考を始めているが、これ
はその後 Guset が発表した、SHRM 研究における発展の歴史を振り返った論考において
も「従業員中心の視座（ the worker centre-stage）」として、従業員の影響に焦点を当て
ることが SHRM 研究発展の１つの潮流となったと整理していること（Guest, 2011）と
符合する。また、Boxall & Purcell は、英国の HRM に関する代表的なテキストの１つで









































れ概観し心理的契約理論と HRM 研究の関係についてどう論じられているのか確認する。 
 “Effect of Human Resource Management Practices on Psychological Contract in 




 “The impact of SHRM on the psychological contract of employees: A typology and 
















では Wright＆Nishii（2012）が指摘した「認識される HRM（perceived HRM）」という
点が近年ますます焦点が当たってきており、寧ろ「個人の信念」に基づく概念は SHRM
研究との適合する可能性が高いと言える。  






HRM: the psychological contract of employees: A multi‐ level study”（Sonnenberg, 
Koene, & Paauwe, 2011） は、コミットメント志向の HRM（ commitment oriented HRM 
practices）と HRM の総合的な採用度が心理的契約の不履行に負の影響をあたえること
を確認している。心理的契約への HRM の影響を実証しているが、心理的契約の個人の行
動や HRM と企業戦略との適合などの論点までには研究は及んでいない。  
 “How Do Developmental and Accommodative HRM Enhance Employee Engagement 
and Commitment? The Role of Psychological Contract and SOC Strategies”（Bal, 








業員目線の HRM とも言える。  
 “ Human resource management practices and psychological contracts in Swiss 
firms: an employer perspective”（Raeder, Knorr & Hilb, 2012）、“The Link Between 
HR Practices, Psychological Contract Fulfillment, and Organizational Performance: 
The Case of the Greek Service Sector”（Katou & Budhwar）、“Unlocking the black 
box: Psychological contract fulfillment as a mediator between HRM practices and job 
performance”（Sobaih, Ibrahim & Gabry, 2019）の研究は、それぞれの国の各業界にお
ける HRM と企業業績の関係について心理的契約の充足が媒介などの影響を与えている
のかを分析しており、概ね肯定的な結果が得られてる。ただし、HRM 施策については、
「高投資型 HRM（high investment HRM）」（Raeder, Knorr & Hilb, 2012）や AMO 理








第 4 節 心理的契約を適用した SHRM モデル（研究仮説）  
 竹内（2017）において指摘された、現行の SHRM 理論における従業員モチベーション
の影響に関する研究の課題と今後の展望を踏まえた上で、心理的契約を取り入れた







4-1．「入力（独立）変数とすべき HRM 施策」の観点  
 まず、独立変数として「適合アプローチの HRM」に焦点をあてるべきと考える。本研







HRM はそれを取れない（取らない）企業への説明には限界がある（竹内､2017; Peccei et 
al., 2012）。同 HRM にはすべての企業で有効な施策も含まれるが、雇用保障や従業員参
加が適合しない、もしくは採用不可能な企業も存在する。それへの説明は同アプローチ
を前提とする限り広がらない。「適合アプローチ」は企業が実情に応じて採用して戦略に
必要な行動を従業員に促進させる HRM のアプローチである。高業績 HRM 以外の HR 施













いう指摘は、Nishii & Wright（2008）および Wright & Nishii（2012）の研究によって
明らかにされている。また HR 施策を中心として「整合性が取れたメッセージ」を発す
ることが、曖昧性の排除されたメッセージとして従業員に伝わり、望ましい行動に関す
る認識が共有される状態を作り出すメカニズムを「強い HRM（ strong HRM）」として説

































































4-4．心理的契約を SHRM 研究の理論構造に適用することの意義  


















既に Gellerman（1963）や Schein（1965）によってなされている。  















国での HRM 研究において主流になっている（Boxall & Purcell，2016; Bratton & Gold , 
2017）。  

























































































HRM」として説明したのが Bowen & Ostroff（2004）の研究である。この２つの研究は
SHRM に基づく人事施策が有効性を持つ過程や特徴につき理論的な考察を加えた重要な
論文であるが、いずれも「心理的契約」の概念と融合させることで、統一的な説明が可能




4-5．心理的契約を適用した SHRM 研究の理論モデル  
 以上の考察を踏まえると、図表 4-7 で示す、以下の理論モデルが SHRM 理論の説明の
可能性を高める１つのモデルとして考えられる。  
 





























要になる（Wright & Nishii, 2012）。また、従業員が「適合」を認識する人事施策には、
戦略との適合が前提しているという推定が成立するとも考えられる。従って本研究では、























 本研究では上記の分析対象を前提に、以下の研究課題及び仮説に取り組む。  
 第１に戦略と HRM の適合認識が従業員の役割行動の遂行に与える影響について検証













戦略と HRM の適合関係が従業員の役割行動に対して有意な正の影響を与える  
 



























































5-1．戦略と HRM の適合に関する尺度  



























うに知覚しているのかという個人の認識によって決定されるという研究（ Wright & 





尺度は先行研究（山田 , 2012）に基づき、以下の図表 4-9 の通り作成した。  
 



























































 本研究の基本仮説は適合アプローチに基づき、従業員レベルでの心理的契約の HRM へ
の影響を与える構造をとっている。適合アプローチは「役割行動理論」を理論前提として

































び三崎（2006）を参考に尺度を作成した（図表 4-14 及び図表 4-15）。  
 














































以上の整理に基づき、先行研究の尺度設定を分類すると以下の図表 4-16 の通りとなる。 
 
図表 4-16：心理的契約の質問・回答方法の先行研究まとめ  
  １の整理 視 点  ２の整理 視 点  ３の整理 視 点  ４の整理 視 点  
  回答 主体  契約 内容  施策レベル  質問 方法  
先行 研究  企業  従業 員  会社  
期待  
従業 員  
義務  
全体  個々の 
施策  




－ 〇 〇 － 〇 － 〇 － 
Robinson 
 （1996） 
－ 〇 〇 － － 〇 － 〇 
Robinson & 
Morrison（2000） 
－ 〇 〇 〇 〇 － 〇 － 
Rousseau（2000） － 〇 〇 〇 〇 － 〇 － 
Coyle-Shapiro & 
Kessler（2000） 
－ 〇 － 〇 － 〇 － 〇 
〇 － 〇 － － 〇 － 〇 
Tekleab &  
Taylor（2003） 
－ 〇 〇 〇 〇 － 〇 － 
〇 － 〇 〇 〇 － 〇 － 
Kickul et al.  
（2002） 
－ 〇 〇 － － 〇 〇 － 
Conway &  
Briner（2002） 
－ 〇 〇 － － 〇 〇 － 
Guest & Conway 
（2002） 
〇 － 〇 － － 〇 － 〇 
















の図表 4-17 の通りとなる。  
 
図表 4-17：本研究における測定尺度の設定方法  
  質問  
項目  
分類  
１の整理視点  ２の整理視点  ３の整理視点  ４の整理視点  
  回答主体  契約内容  施策レベル 質問方法  




全体  個々の 
施策  





① － 〇 〇 － 〇 － 〇 － 
② － 〇 － 〇 〇 － 〇 － 
③ － 〇 〇 － － 〇 － 〇 
④ － 〇 － 〇 － 〇 － 〇 
出所：筆者作成  
 
上表の質問項目分類①および②については、Rousseau（2000）及び Tekleab & Taylor
（2003）を参考として以下の図表 4-18 及び図表 4-19 の質問項目を設定した。  
 






























おける心理的契約項目を 21 項目特定したが、服部（2011）において、その 21 項目を欧
米における先行研究とすり合わせることで、最終的な心理的契約内容のリストを提示し
た。本研究の質問項目はそのリストに基づいて作成している（図表 4-20）。  
 































































































































第５章 本研究の実証分析  
 
第 1 節 調査概要  
本研究では、全国に 300 店舗以上を展開し数千名の従業員を擁する A 社（小売業）を
対象に、質問紙調査に基づいた定量的分析を実施した。本研究で利用するデータは、A 社
の協力のもと一定の役職（店長相当・エリア担当マネージャー相当）にある従業員を対象
に 2020 年 1 月~2 月にかけて実施されたものであり、質問票は 355 名の従業員を対象に
配布され、320 部（有効回収率：90.1%）の回収を得た。  
調査票は、役職、年齢、勤続年数、最終学歴、採用（新卒・中途）、勤務地域などの項
目を除き、5 点尺度のリッカート・スケールを採用し測定した。  
本調査における回答者の属性をまとめたものが図表 5-1 である。回答者の役職は、地
区ごとに複数の店舗を統括するエリア担当管理職に相当する役職 A が 30 名（9.4%）、各
店舗を管理する店長に相当する役職 B が 283 名（88.4%）であった。平均年齢は 38.9 歳、
年齢構成は 20 代が 34 名（10.6%）、30 代が 129 名（40.3%）、40 代が 142 名（44.4%）、
50 代が 11 名（3.4%）、60 代が１名（0.3%）であった。次に、回答者の平均勤続年数は
13.4 年、10 年未満が 86 名（26.9%）、10 年以上 20 年未満が 165 名（51.6%）、20 年以
上 30 年未満が 61 名（19.1%）、30 年以上が 4 名（1.3%）であった。最終学歴は、中学・
高校・高専・短大・専門学校等卒に該当する大卒未満が 162 名（50.6%）、大学卒及び大
学院卒に該当する大卒以上が 155 名（48.4%）であった。採用は新卒採用が 112 名（35.0%）、
中途採用が 204 名（63.8%）であった。勤務地域は、本社所在地を含む地域を地域 A と
し、それ以外を地域 B・C・D に分けたところ、地域 A が 100 名（31.3%）地域 B が 86












図表 5-1：回答者の属性（役職、年齢、勤続年数、最終学歴、採用、勤務地域）  
 
 
第 2 節 測定尺度に関する因子分析  
2-1．測定尺度の信頼性の確認  
2-1-1．戦略と HRM の適合に関する尺度  
 第 4 章で設定した測定尺度について、尺度毎に信頼性を示すクロンバックのα係数を
確認した。まず戦略と HRM の適合に関する尺度の結果が図表 5-2 である。  
 




度数 相対度数 度数 相対度数
役職A 30 9.4 大卒未満 162 50.6
役職B 283 88.4 大卒以上 155 48.4
欠損値 7 2.2 欠損値 3 0.9
総計 320 100.0 総計 320 100.0
採用 勤務地域
度数 相対度数 度数 相対度数
新卒採用 112 35.0 地域A 100 31.3
中途採用 204 63.8 地域B 86 26.9
欠損値 4 1.3 地域C 29 9.1





20代 34 10.6 度数 相対度数
30代 129 40.3 10年未満 86 26.9
40代 142 44.4 10年以上 165 51.6
50代 11 3.4 20年以上 61 19.1
60代 1 0.3 30年以上 4 1.3
欠損値 3 0.9 欠損値 4 1.3
総計 320 100.0 総計 320 100.0
平均 38.99 平均 13.36

















 次に役割行動に関する尺度とそれと対比する心理・態度変数の結果が図表 5-3 である。  
 



























目結果（第 4 章で定義した質問項目①・②）のα値の結果が図表 5-4 である。  
 

































図表 5-5：心理的契約（質問項目③）に関する尺度の信頼性  
 
 


























































































































バックのα係数は、α＝0.726 であった。  
 

































































































（賃金）_会社は従業員の責任に見合う賃金を支払うこと 0.6726 0.2150 -0.0018
（配置）_会社は従業員の配置・転勤について十分な説明を行うこと 0.4299 0.3406 -0.0703
（就業）_会社は適切な休暇を従業員に与えること 0.8778 -0.0469 -0.0901
（就業）_会社は従業員にサービス残業を禁止すること 0.4558 0.1153 -0.0084
（就業）_会社は従業員のワークライフバランスに配慮すること 0.7109 0.0655 -0.0289
（評価）_会社は従業員に対して、納得のいく成績・業績を評価すること 0.5473 0.2920 -0.0571
（評価）_会社は長期勤続に対して特別な評価を与えること 0.6527 -0.2364 0.3067
（誠実）_会社は従業員の家族に配慮すること 0.6354 0.0139 0.0546
（仕事）_会社は従業員に意味があると感じられる仕事を提供すること 0.0937 0.5171 0.0394
（権限）_会社は従業員に業務遂行上、必要な権限を与えること 0.0904 0.5096 0.1339
（職場）_会社は職場環境の物理的な快適性を確保すること 0.1480 0.4676 0.0174
（配置）_会社は従業員を適切に配置すること 0.3023 0.4581 -0.0551
（評価）_会社は従業員の成績・業績についてフィードバックすること -0.0282 0.7201 0.1084
（誠実）_会社は従業員に対して、会社の方向性を伝達・説明すること -0.1073 0.8600 -0.0535
（賃金）_会社は他の部門の従業員と比べて公平な賃金を支払うこと 0.1581 0.0587 0.4861
（雇用）_会社は終身雇用を保証すること -0.1691 0.0793 0.7567
（仕事）_会社はなるべく従業員の仕事を定型化・形式化すること 0.0293 0.1281 0.4274
（昇進）_会社は従業員の昇進を早くすること 0.0488 -0.0750 0.5702
固有値 7.101 1.671 1.180
寄与率（％） 39.45% 9.28% 6.56%

































































（賃金）_従業員は最低限、給与に見合う労働をすること 0.853 -0.165 0.024
（仕事）_従業員は質の高い仕事を提供すること 0.737 -0.063 0.120
（人間関係）_従業員は周囲の人間に対して礼儀正しく接すること 0.726 -0.010 -0.059
（教育）_従業員は業務遂行に必要な知識やスキルを習得すること 0.587 0.138 0.011
（教育）_従業員は部下に対する指導力を身につけること 0.662 0.083 -0.028
（誠実）_従業員は仕事上知り得た情報をもらさないこと 0.528 0.059 -0.098
（仕事）_従業員は現状より挑戦的な業務目標を受け入れること 0.259 0.488 0.040
（昇進）_従業員は職種の変更を受け入れること 0.131 0.523 -0.019
（昇進）_従業員は転勤を受け入れること -0.023 0.619 -0.057
（職務）_従業員は業務に関係なくても組織のためになる行動をすること 0.041 0.551 0.134
（就業）_従業員は残業を受け入れること -0.142 0.681 0.012
（就業）_従業員は仕事に役立たせるために就業時間以外でも勉強すること -0.099 0.456 0.219
（誠実）_従業員は会社の評判や利害を優先すること 0.051 0.671 -0.088
（人間関係）_従業員は仕事以外でも同僚との交流を深めること 0.009 -0.047 0.945
（人間関係）_従業員は仕事以外でも上司との交流を深めること -0.018 0.106 0.702
固有値 4.818 2.621 1.032
寄与率（％） 32.12% 17.47% 6.88%







る。ここでは、役職 A（地区統括の管理職相当）を 0、役職 B（店長職相当）を 1 とする
ダミー変数を設定して投入した。次に、年齢と勤続年数は、それぞれ年齢ないし年数をそ
のまま投入した。そして、最終学歴は大卒以上を 0、大卒未満を 1 とするダミー変数を設
定して投入した。採用は新卒採用を 0、中途採用を 1 とするダミー変数を設定して投入
した。最後に、勤務地域に関しては、本社所在地を含む地域 A を 0、それ以外の地域を
１とするダミー変数を設定して投入した。  
 
図表 5-11：実証分析に用いる変数  
 
 
第 3 節 分析  
はじめに、以上のような操作的定義を行った各変数の記述統計量と相関係数をそれぞ









































が必要とされるが、本研究で用いる独立変数の VIF 値は高いもので VIF<2.5 であり、す
べての変数が重回帰分析に耐えうる範囲内であることが確認された。  
 










度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
役職 309 0.0 1.0 0.90 0.30
年齢 313 24.0 62.0 38.99 6.60
勤続年数 312 1.0 33.0 13.36 6.25
最終学歴 313 0.0 1.0 0.49 0.50
採用 312 0.0 1.0 0.65 0.48
勤務地域 316 0.0 1.0 0.31 0.46
戦略と人事の適合 315 1.0 5.0 2.69 0.89
戦略明示＆役割認識 315 1.0 5.0 3.62 0.67
報償への認識 316 1.0 5.0 3.18 0.80
会社への期待実現度（全般・直接） 316 1.0 5.0 3.14 0.71
因子Ⅰ：公正処遇の実現度 302 1.0 3.6 2.24 0.54
因子Ⅱ：納得性の実現度 305 1.1 3.5 2.36 0.46
因子Ⅲ：安定性の実現度 302 1.0 4.3 2.75 0.47
従業員義務の履行度（全般・直接） 316 2.0 5.0 3.80 0.56
因子Ⅰ：職務義務の履行度 308 1.8 3.7 2.76 0.24
因子Ⅱ：組織貢献義務の履行度 315 1.3 5.0 3.15 0.50
因子Ⅲ：相互交流義務の履行度 316 2.2 5.0 3.10 0.33
役割行動の遂行度 315 1.0 5.0 3.71 0.67
モチベーション 315 1.0 5.0 3.41 0.83






















析を行っている。以上を行った階層的回帰分析のモデルは図表 5-14 の通りに示される。 
 









モデルⅠ モデルⅡ モデルⅢ モデルⅣ
役職 投入 投入 投入 投入
年齢 投入 投入 投入 投入
勤続年数 投入 投入 投入 投入
最終学歴 投入 投入 投入 投入
採用 投入 投入 投入 投入
勤務地域 投入 投入 投入 投入



















ターンについて階層的回帰分析を実施した（図表 5-15）。  
 













































































を図表 5-17~5-36 に示す。  















































































(定数) 3.720 *** 3.720 *** 3.713 *** 3.674 ***
役職 -0.367 ** -0.350 ** -0.296 * -0.278 *
年齢 0.006 0.004 0.007 0.009
勤続年数 -0.016 -0.014 -0.013 -0.014
最終学歴 -0.067 -0.062 -0.055 -0.054
採用 -0.049 -0.045 -0.055 -0.065
勤務地域 0.120 0.113 0.129 0.127
戦略と人事の適合 0.131 ** 0.057 0.032




R２ 0.035 ＋ 0.066 ** 0.085 ** 0.101 ***
調整済みR２ 0.016 ＋ 0.044 ** 0.060 ** 0.073 ***
⊿R２ 0.030 ** 0.019 * 0.016 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 3.715 *** 3.715 *** 3.714 *** 3.669 ***
役職 -0.377 ** -0.348 * -0.371 ** -0.352 *
年齢 0.006 0.004 0.006 0.005
勤続年数 -0.017 ＋ -0.015 -0.016 -0.014
最終学歴 -0.074 -0.070 -0.071 -0.057
採用 -0.059 -0.048 -0.048 -0.046
勤務地域 0.130 0.125 0.114 0.117




R２ 0.038 ＋ 0.071 ** 0.075 ** 0.087 **
調整済みR２ 0.018 ＋ 0.048 ** 0.049 ** 0.057 **
⊿R２ 0.038 ＋ 0.033 ** 0.004 0.011 ＋
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001




















交互作用項が役割行動に対して有意な正の影響を与えていた（B=.209, p<.001, 図表 23）。
「従業員義務の履行度（全般・直接）」の調整効果についてプロット図にしたものが図表
(定数) 3.726 *** 3.728 *** 3.728 *** 3.687 ***
役職 -0.339 * -0.334 * -0.335 * -0.342 *
年齢 0.005 0.004 0.004 0.002
勤続年数 -0.016 -0.014 -0.014 -0.012
最終学歴 -0.053 -0.050 -0.049 -0.039
採用 -0.046 -0.037 -0.036 -0.028
勤務地域 0.117 0.115 0.114 0.111




R２ 0.031 0.062 * 0.062 * 0.076 **
調整済みR２ 0.011 0.039 * 0.036 * 0.046 **
⊿R２ 0.031 0.031 ** 0.000 0.014 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001























(定数) 3.720 *** 3.720 *** 3.711 *** 3.712 ***
役職 -0.367 ** -0.350 ** -0.392 *** -0.380 ***
年齢 0.006 0.004 0.010 0.011
勤続年数 -0.016 -0.014 -0.015 ＋ -0.014 ＋
最終学歴 -0.067 -0.062 -0.016 -0.018
採用 -0.049 -0.045 -0.035 -0.020
勤務地域 0.120 0.113 0.088 0.090
戦略と人事の適合 0.131 ** 0.135 *** 0.086 *




R２ 0.035 ＋ 0.066 ** 0.326 *** 0.356 ***
調整済みR２ 0.016 ＋ 0.044 ** 0.308 *** 0.336 ***
⊿R２ 0.030 ** 0.260 *** 0.030 ***
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 3.713 *** 3.710 *** 3.709 *** 3.687 ***
役職 -0.381 ** -0.359 ** -0.394 ** -0.372 **
年齢 0.006 0.009 0.012 0.013
勤続年数 -0.018 ＋ -0.020 * -0.022 * -0.022 *
最終学歴 -0.072 -0.070 -0.072 -0.067
採用 -0.063 -0.041 -0.041 -0.045
勤務地域 0.134 0.119 0.105 0.115
戦略明示＆役割認識 0.365 *** 0.405 *** 0.418 ***
因子Ⅰ：公正処遇の実現度 -0.129 ＋ -0.110
戦略明示＆役割認識 0.171 ＋
×因子Ⅰ：公正処遇の実現度
R２ 0.040 ＋ 0.169 *** 0.177 *** 0.187 ***
調整済みR２ 0.019 ＋ 0.148 *** 0.154 *** 0.161 ***
⊿R２ 0.040 ＋ 0.129 *** 0.008 ＋ 0.010 ＋
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001
役割行動の遂行度





















(定数) 3.722 *** 3.723 *** 3.722 *** 3.701 ***
役職 -0.347 * -0.348 ** -0.356 ** -0.351 **
年齢 0.006 0.010 0.011 0.012
勤続年数 -0.018 ＋ -0.019 * -0.020 * -0.020 *
最終学歴 -0.055 -0.054 -0.050 -0.045
採用 -0.058 -0.039 -0.038 -0.043
勤務地域 0.123 0.105 0.096 0.107




R２ 0.034 0.160 *** 0.164 *** 0.173 ***
調整済みR２ 0.014 0.140 *** 0.140 *** 0.147 ***
⊿R２ 0.034 0.127 *** 0.003 0.009 ＋
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001























(定数) 3.723 *** 3.714 *** 3.716 *** 3.716 ***
役職 -0.384 ** -0.337 * -0.343 ** -0.342 **
年齢 0.005 0.010 0.007 0.009
勤続年数 -0.018 ＋ -0.019 * -0.016 ＋ -0.017 ＋
最終学歴 -0.076 -0.076 -0.051 -0.039
採用 -0.039 -0.027 -0.022 -0.043
勤務地域 0.139 0.122 0.126 0.110
戦略明示＆役割認識 0.377 *** 0.375 *** 0.379 ***
因子Ⅰ：職務義務の履行度 0.427 ** 0.433 **
戦略明示＆役割認識 0.706 **
×因子Ⅰ：職務義務の履行度
R２ 0.040 ＋ 0.170 *** 0.192 *** 0.215 ***
調整済みR２ 0.020 ＋ 0.150 *** 0.169 *** 0.190 ***
⊿R２ 0.040 ＋ 0.130 *** 0.021 ** 0.023 **
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001
役割行動の遂行度





















(定数) 3.718 *** 3.715 *** 3.708 *** 3.703 ***
役職 -0.372 ** -0.302 * -0.354 ** -0.350 **
年齢 0.006 0.004 0.010 0.012
勤続年数 -0.017 ＋ -0.015 -0.016 * -0.018 *
最終学歴 -0.064 -0.044 -0.006 -0.010
採用 -0.054 -0.049 -0.038 -0.045
勤務地域 0.124 0.128 0.100 0.099
報償への認識 0.166 *** 0.132 ** 0.090 *
従業員義務の履行度（全般・直接） 0.614 *** 0.599 ***
報償への認識 0.199 **
×従業員義務の履行度（全般・直接）
R２ 0.037 ＋ 0.075 ** 0.321 *** 0.338 ***
調整済みR２ 0.017 ＋ 0.053 ** 0.302 *** 0.318 ***
⊿R２ 0.037 ＋ 0.038 *** 0.246 *** 0.018 **
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001
役割行動の遂行度






















(定数) 3.725 *** 3.721 *** 3.723 *** 3.716 ***
役職 -0.380 ** -0.298 * -0.305 * -0.320 *
年齢 0.004 0.003 0.000 0.000
勤続年数 -0.017 ＋ -0.015 -0.011 -0.011
最終学歴 -0.071 -0.054 -0.030 -0.016
採用 -0.032 -0.027 -0.020 -0.029
勤務地域 0.137 0.141 0.143 0.132
報償への認識 0.170 *** 0.163 *** 0.163 ***
因子Ⅰ：職務義務の履行度 0.397 * 0.457 **
報償への認識 0.604 **
×因子Ⅰ：職務義務の履行度
R２ 0.039 ＋ 0.078 ** 0.097 *** 0.118 ***
調整済みR２ 0.019 ＋ 0.056 ** 0.072 *** 0.090 ***
⊿R２ 0.039 ＋ 0.039 *** 0.019 * 0.021 **
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001
役割行動の遂行度






















(定数) 3.713 *** 3.711 *** 3.711 *** 3.707 ***
役職 -0.375 ** -0.306 * -0.311 * -0.316 *
年齢 0.006 0.004 0.005 0.005
勤続年数 -0.017 ＋ -0.015 -0.015 -0.016
最終学歴 -0.073 -0.053 -0.055 -0.062
採用 -0.062 -0.057 -0.059 -0.070
勤務地域 0.127 0.130 0.136 0.131




R２ 0.039 0.076 ** 0.078 ** 0.088 **
調整済みR２ 0.019 0.054 ** 0.053 ** 0.060 **
⊿R２ 0.039 ＋ 0.037 *** 0.002 0.010 ＋
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






























































































































































































































(定数) 3.425 *** 3.425 *** 3.414 *** 3.375 ***
役職 -0.333 * -0.273 ＋ -0.177 -0.157
年齢 0.003 0.000 0.004 0.006
勤続年数 0.010 0.017 0.018 0.017
最終学歴 -0.049 -0.035 -0.023 -0.022
採用 0.127 0.139 0.122 0.112
勤務地域 0.196 ＋ 0.177 ＋ 0.206 * 0.203 *
戦略と人事の適合 0.377 *** 0.239 *** 0.215 ***




R２ 0.043 * 0.207 *** 0.249 *** 0.260 ***
調整済みR２ 0.024 * 0.188 *** 0.229 *** 0.237 ***
⊿R２ 0.164 *** 0.042 *** 0.011 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 3.428 *** 3.427 *** 3.428 *** 3.398 ***
役職 -0.309 ＋ -0.222 -0.228 -0.215
年齢 0.001 -0.002 -0.003 -0.003
勤続年数 0.010 0.018 0.017 0.018
最終学歴 -0.038 -0.025 -0.020 -0.011
採用 0.133 0.156 0.160 0.152
勤務地域 0.239 * 0.225 * 0.211 * 0.215 *




R２ 0.044 * 0.213 *** 0.215 *** 0.230 ***
調整済みR２ 0.023 * 0.194 *** 0.193 *** 0.205 ***
⊿R２ 0.044 * 0.170 *** 0.002 0.015 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 3.425 *** 3.425 *** 3.425 *** 3.435 ***
役職 -0.333 * -0.273 ＋ -0.274 ＋ -0.285 ＋
年齢 0.003 0.000 0.000 -0.001
勤続年数 0.010 0.017 0.017 0.017
最終学歴 -0.049 -0.035 -0.036 -0.032
採用 0.127 0.139 0.141 0.145
勤務地域 0.196 ＋ 0.177 ＋ 0.184 ＋ 0.164




R２ 0.043 * 0.207 *** 0.208 *** 0.218 ***
調整済みR２ 0.024 * 0.188 *** 0.187 *** 0.194 ***
⊿R２ 0.043 * 0.164 *** 0.001 0.010 ＋
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 3.426 *** 3.423 *** 3.423 *** 3.428 ***
役職 -0.332 * -0.291 * -0.292 * -0.327 *
年齢 0.002 0.008 0.008 0.008
勤続年数 0.011 0.008 0.008 0.009
最終学歴 -0.039 -0.026 -0.027 -0.021
採用 0.133 0.161 0.162 0.158
勤務地域 0.197 ＋ 0.165 ＋ 0.168 ＋ 0.145




R２ 0.043 * 0.267 *** 0.267 *** 0.289 ***
調整済みR２ 0.023 * 0.249 *** 0.247 *** 0.267 ***
⊿R２ 0.043 * 0.224 *** 0.000 0.022 **
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001



















作用項がモチベーションに対して有意な正の影響を与えていた（B=.225, p<.05, 図表 5-
51）。「従業員義務の履行度（全般・直接）」の調整効果についてプロット図にしたものが
図表 5-52 である。下位検定結果を踏まえると、「従業員義務の履行度（全般・直接）」の
(定数) 3.427 *** 3.422 *** 3.422 *** 3.404 ***
役職 -0.313 ＋ -0.159 -0.161 -0.154
年齢 0.002 -0.002 -0.003 -0.002
勤続年数 0.010 0.013 0.013 0.013
最終学歴 -0.036 0.007 0.009 0.010
採用 0.129 0.139 0.141 0.130
勤務地域 0.242 * 0.240 * 0.234 * 0.236 *




R２ 0.043 * 0.216 *** 0.216 *** 0.229 ***
調整済みR２ 0.023 * 0.197 *** 0.194 *** 0.204 ***
⊿R２ 0.043 * 0.173 *** 0.000 0.013 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001



















(定数) 3.424 *** 3.418 *** 3.415 *** 3.408 ***
役職 -0.337 * -0.158 -0.184 -0.177
年齢 0.003 -0.002 0.002 0.004
勤続年数 0.009 0.014 0.013 0.011
最終学歴 -0.047 0.002 0.023 0.019
採用 0.123 0.137 0.144 0.135
勤務地域 0.200 ＋ 0.207 * 0.191 * 0.191 *
報償への認識 0.434 *** 0.415 *** 0.367 ***




R２ 0.043 * 0.214 *** 0.264 *** 0.278 ***
調整済みR２ 0.023 * 0.195 *** 0.244 *** 0.256 ***
⊿R２ 0.171 *** 0.050 *** 0.015 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001





















(定数) 3.435 *** 3.426 *** 3.428 *** 3.419 ***
役職 -0.454 ** -0.258 -0.266 ＋ -0.285 ＋
年齢 0.003 -0.001 -0.005 -0.005
勤続年数 0.006 0.010 0.015 0.015
最終学歴 -0.027 0.010 0.040 0.058
採用 0.102 0.117 0.127 0.114
勤務地域 0.203 ＋ 0.211 * 0.213 * 0.199 *
報償への認識 0.412 *** 0.404 *** 0.404 ***




R２ 0.048 * 0.206 *** 0.226 *** 0.251 ***
調整済みR２ 0.028 * 0.187 *** 0.204 *** 0.227 ***
⊿R２ 0.158 *** 0.020 ** 0.025 **
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 3.424 *** 3.418 *** 3.418 *** 3.418 ***
役職 -0.337 * -0.158 -0.158 -0.177
年齢 0.003 -0.002 -0.002 -0.002
勤続年数 0.009 0.014 0.014 0.014
最終学歴 -0.047 0.002 0.003 0.005
採用 0.123 0.137 0.136 0.138
勤務地域 0.200 ＋ 0.207 * 0.205 * 0.182 ＋




R２ 0.043 * 0.214 *** 0.214 *** 0.229 ***
調整済みR２ 0.023 * 0.195 *** 0.193 *** 0.206 ***
⊿R２ 0.043 * 0.171 *** 0.000 0.015 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 3.422 *** 3.418 *** 3.418 *** 3.410 ***
役職 -0.338 * -0.159 -0.163 -0.175
年齢 0.003 -0.002 -0.001 -0.001
勤続年数 0.009 0.014 0.014 0.013
最終学歴 -0.049 0.001 0.000 -0.015
採用 0.121 0.136 0.135 0.113
勤務地域 0.200 ＋ 0.208 * 0.211 * 0.200 *




R２ 0.043 * 0.214 *** 0.214 *** 0.240 ***
調整済みR２ 0.024 * 0.195 *** 0.193 *** 0.216 ***
⊿R２ 0.043 * 0.171 *** 0.001 0.025 **
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001











しくは別表 3-1~3-3 を参照のこと）。次に階層的回帰分析を行った計 24 パターンの結果
のうち、モデルⅣの⊿R２が有意かつ、モデルⅣで投入した交互作用項の係数が有意であ











効果についてプロットしたものを図表 5-60~5-83 に示す。  
 
















































(定数) 2.919 *** 2.924 *** 2.924 *** 2.898 ***
役職 -0.221 -0.148 -0.147 -0.139
年齢 0.017 0.012 0.012 0.013
勤続年数 -0.004 0.008 0.008 0.009
最終学歴 -0.136 -0.125 -0.125 -0.118
採用 -0.131 -0.082 -0.083 -0.090
勤務地域 0.022 0.015 0.018 0.022




R２ 0.023 0.364 *** 0.364 *** 0.374 ***
調整済みR２ 0.003 0.349 *** 0.346 *** 0.354 ***
⊿R２ 0.341 *** 0.000 0.010 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 2.919 *** 2.925 *** 2.922 *** 2.923 ***
役職 -0.279 -0.243 ＋ -0.265 ＋ -0.258 ＋
年齢 0.019 0.015 ＋ 0.018 ＋ 0.018 ＋
勤続年数 -0.002 0.009 0.008 0.009
最終学歴 -0.171 -0.155 -0.137 -0.138
採用 -0.116 -0.085 -0.078 -0.064
勤務地域 -0.006 -0.020 -0.031 -0.027
戦略と人事の適合 0.592 *** 0.594 *** 0.551 ***




R２ 0.034 0.352 *** 0.378 *** 0.391 ***
調整済みR２ 0.015 0.337 *** 0.361 *** 0.372 ***
⊿R２ 0.318 *** 0.026 *** 0.013 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 2.932 *** 2.934 *** 2.935 *** 2.928 ***
役職 -0.396 * -0.315 * -0.316 * -0.284 ＋
年齢 0.018 0.015 0.014 0.011
勤続年数 -0.006 0.006 0.007 0.009
最終学歴 -0.147 -0.148 -0.142 -0.137
採用 -0.126 -0.086 -0.084 -0.072
勤務地域 0.005 0.000 0.000 -0.010




R２ 0.035 0.342 *** 0.343 *** 0.355 ***
調整済みR２ 0.015 0.326 *** 0.325 *** 0.335 ***
⊿R２ 0.035 0.307 *** 0.001 0.012 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 2.919 *** 2.925 *** 2.925 *** 2.933 ***
役職 -0.279 -0.243 -0.242 -0.246
年齢 0.019 0.015 0.015 0.015
勤続年数 -0.002 0.009 0.008 0.008
最終学歴 -0.171 -0.155 ＋ -0.153 ＋ -0.148
採用 -0.116 -0.085 -0.088 -0.085
勤務地域 -0.006 -0.020 -0.035 -0.056




R２ 0.034 0.352 *** 0.355 *** 0.362 ***
調整済みR２ 0.015 0.337 *** 0.338 *** 0.343 ***
⊿R２ 0.034 0.318 *** 0.003 0.007 ＋
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 2.921 *** 2.922 *** 2.921 *** 2.903 ***
役職 -0.274 -0.264 ＋ -0.273 ＋ -0.274 ＋
年齢 0.018 0.026 * 0.027 * 0.028 **
勤続年数 -0.001 -0.004 -0.004 -0.003
最終学歴 -0.158 -0.146 -0.140 -0.142
採用 -0.103 -0.061 -0.060 -0.070
勤務地域 -0.008 -0.033 -0.037 -0.060




R２ 0.033 0.292 *** 0.296 *** 0.307 ***
調整済みR２ 0.014 0.275 *** 0.277 *** 0.286 ***
⊿R２ 0.259 *** 0.004 0.011 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 2.935 *** 2.922 *** 2.923 *** 2.923 ***
役職 -0.391 * -0.335 * -0.338 * -0.339 *
年齢 0.017 0.027 * 0.026 * 0.028 **
勤続年数 -0.004 -0.007 -0.006 -0.007
最終学歴 -0.134 -0.138 -0.129 -0.116
採用 -0.114 -0.083 -0.080 -0.104
勤務地域 0.003 -0.017 -0.016 -0.032




R２ 0.034 0.279 *** 0.281 *** 0.297 ***
調整済みR２ 0.014 0.262 *** 0.261 *** 0.275 ***
⊿R２ 0.034 0.245 *** 0.002 0.016 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 2.921 *** 2.922 *** 2.922 *** 2.925 ***
役職 -0.274 -0.264 ＋ -0.260 -0.282 ＋
年齢 0.018 0.026 * 0.026 * 0.026 *
勤続年数 -0.001 -0.004 -0.004 -0.003
最終学歴 -0.158 -0.146 -0.141 -0.136
採用 -0.103 -0.061 -0.066 -0.070
勤務地域 -0.008 -0.033 -0.057 -0.074
戦略明示＆役割認識 0.707 *** 0.703 *** 0.707 ***
因子Ⅱ：組織貢献義務の履行度 -0.274 * -0.249 ＋
戦略明示＆役割認識 0.384 *
×因子Ⅱ：組織貢献義務の履行度
R２ 0.033 0.292 *** 0.302 *** 0.311 ***
調整済みR２ 0.014 0.275 *** 0.283 *** 0.290 ***
⊿R２ 0.033 0.259 *** 0.009 * 0.009 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 2.918 *** 2.914 *** 2.914 *** 2.894 ***
役職 -0.224 -0.054 -0.044 -0.038
年齢 0.018 0.013 0.014 0.015
勤続年数 -0.004 0.001 0.001 0.001
最終学歴 -0.134 -0.083 -0.094 -0.093
採用 -0.133 -0.116 -0.124 -0.135
勤務地域 0.024 0.031 0.061 0.064
報償への認識 0.526 *** 0.504 *** 0.504 ***
因子Ⅲ：安定性の実現度 0.159 0.199 ＋
報償への認識 0.222 *
×因子Ⅲ：安定性の実現度
R２ 0.023 0.230 *** 0.235 *** 0.249 ***
調整済みR２ 0.002 0.211 *** 0.214 *** 0.225 ***
⊿R２ 0.023 0.207 *** 0.006 0.013 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 2.918 *** 2.913 *** 2.911 *** 2.904 ***
役職 -0.282 -0.080 -0.100 -0.097
年齢 0.019 0.014 0.016 0.019 ＋
勤続年数 -0.003 0.003 0.003 0.000
最終学歴 -0.169 -0.110 -0.098 -0.103
採用 -0.119 -0.097 -0.092 -0.101
勤務地域 -0.003 0.017 0.008 0.009
報償への認識 0.532 *** 0.521 *** 0.467 ***
従業員義務の履行度（全般・直接） 0.201 * 0.183 *
報償への認識 0.262 *
×従業員義務の履行度（全般・直接）
R２ 0.034 0.238 *** 0.252 *** 0.268 ***
調整済みR２ 0.015 0.220 *** 0.232 *** 0.246 ***
⊿R２ 0.034 0.204 *** 0.014 * 0.016 *
情動的コミットメント





















(定数) 2.931 *** 2.922 *** 2.923 *** 2.913 ***
役職 -0.399 * -0.175 -0.177 -0.204
年齢 0.018 0.014 0.013 0.013
勤続年数 -0.006 0.000 0.001 0.002
最終学歴 -0.146 -0.100 -0.092 -0.071
採用 -0.129 -0.106 -0.103 -0.117
勤務地域 0.008 0.027 0.028 0.013




R２ 0.035 0.225 *** 0.226 *** 0.252 ***
調整済みR２ 0.015 0.206 *** 0.205 *** 0.229 ***
⊿R２ 0.035 0.190 *** 0.001 0.026 **
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 2.918 *** 2.913 *** 2.913 *** 2.912 ***
役職 -0.282 -0.080 -0.075 -0.090
年齢 0.019 0.014 0.014 0.014
勤続年数 -0.003 0.003 0.002 0.002
最終学歴 -0.169 -0.110 -0.103 -0.101
採用 -0.119 -0.097 -0.103 -0.103
勤務地域 -0.003 0.017 -0.012 -0.038
報償への認識 0.532 *** 0.533 *** 0.535 ***
因子Ⅱ：組織貢献義務の履行度 -0.329 * -0.352 *
報償への認識 0.385 *
×因子Ⅱ：組織貢献義務の履行度
R２ 0.034 0.238 *** 0.252 *** 0.264 ***
調整済みR２ 0.015 0.220 *** 0.231 *** 0.242 ***
⊿R２ 0.034 0.204 *** 0.014 * 0.013 *
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001






















(定数) 2.912 *** 2.909 *** 2.909 *** 2.903 ***
役職 -0.286 -0.085 -0.080 -0.079
年齢 0.020 0.015 0.014 0.014
勤続年数 -0.003 0.003 0.003 0.002
最終学歴 -0.180 -0.119 -0.117 -0.127
採用 -0.128 -0.105 -0.103 -0.120
勤務地域 0.000 0.020 0.014 0.003




R２ 0.037 0.239 *** 0.240 *** 0.250 ***
調整済みR２ 0.017 0.221 *** 0.220 *** 0.227 ***
⊿R２ 0.037 ＋ 0.202 *** 0.001 0.009 ＋
＋p<0.1, *p<0.05, **p<0.01,***p<0.001














































































終章 本研究の要約と結論  
 
















































































第 3 章では、英国での SHRM 研究の発展経緯をレビューした。第 2 章で検討した「従
業員」を中心においた要素が SHRM で人事施策と企業業績の媒介過程として焦点が当た
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